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第  監査の概要

１ 監査の種類

地方自治法第 条の 第 項に基づく包括外部監査

２ 監査テーマ

少子化・子育て支援対策事業について

３ 監査対象期間

令和３年度を中心とし必要に応じて過年度及び令和４年度についても
対象とした。

４ 監査の体制

 包括外部監査人 紫 藤 秀 久 （弁護士）

 外部監査人補助者 中 西 法 貴 （弁護士）

 外部監査人補助者 武 内 良 平 （弁護士）

５ 利害関係

外部監査人及びその補助者において、監査対象との間で地方自
治法第 条の に定める利害関係はない。

６ 監査テーマを選定した理由

 人口減少は先進国全体の課題であるだけでなく、日本において
も最重要課題の一つである。日本の中でも少子高齢化、人口減少が
最も進んだ自治体の一つである高知県において少子化対策が喫緊の
課題であることは言うまでもない。

 令和２年の国勢調査によると、県内女性の｢ 歳時未婚率｣は
％で首位の東京に次いで全国２位、男性は全国６位の ％で

あった。全国平均（女性 ％、男性 ％）や四国内の愛媛県
（女性 ％、男性 ％）、徳島県（女性 ％、男性 ％）、
香川県（女性 ％、男性 ％）と比べても相当に未婚率が高い。
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 また、多面的な課題を内包する少子化問題の解決は容易ではな
い。効果が出るまでに相当の期間を要する対策もあろう。したがっ
て、現時点で目標値に達しない、目指した効果を生んでいないこと
を理由に事業として失敗であると早計に判断すべきではない。とは
いえ、公費を投入する県の事業は都度実効性をチェックしながら見
直しを繰り返していくべきであり、本監査における指摘がその端緒
となることを望むものである。

７ 監査の着眼点

 各事業が関係法令に基づき適正に実施されているか。

 各事業が住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効
果を求めて実施されているといえるか（地方自治法第２条第 項参照）。

 各事業が組織及び運営の合理化に努めて実施されているといえるか
（地方自治法第２条第 項）。

 各事業の目標管理、効果測定及び分析等は適正に行われているか。

８ 監査の結果における表記方法について

本報告書第４及び第 における監査結果のうち何らかの問題点について述
べる部分については、「指摘」「意見」｢（特段の記載なし）｣に区別して見解
を述べる。「指摘」は監査の着眼点の観点から強く是正・改善をもとめるも
のであり、「意見」は「指摘」には至らないが改善が望ましいもの、特に記
載がなければ｢意見｣に至らない提言、提案等である。

９ 本報告書における用語の使い方について

 平成 年度については、理解し易さを優先して令和 年度と表記し
た。表中の元号については平成はＨ、令和はＲと表記した。

 本報告書において事業名等で頻繁に登場する｢ワークライフバランス｣
については｢ワーク・ライフ・バランス｣と表記する例もあるが、本報告
書では前者に統一した。
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第  高知県における人口減少の現状、将来予測及び課題について

国の統計等をもとにした、高知県の人口減少の現状は以下に述べるとおりであ
る。人口の推移、人口の将来予測、自然増減及び社会増減の状況の順に概説する。

１ 高知県の人口

令和 年 月 日現在の高知県の人口は全国で３番目に少ない 万 人
で、対前年の人口減少率は全国６位であった（総務省発表）。さらに高知県推計人
口によると、令和４年 月の人口は 万人台まで減少した。これは大正時代と同
程度の規模ということである。人口増減の推移は下記図表を参照されたい。
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２ 高知県人口の将来展望の概要

出生数は、主に①出生率（合計特殊出生率）、②既婚率、③第一子出産年齢に影
響を受ける。 、 、 ページのグラフの推移を見る限り、合計特殊出生率は
台で推移し、 歳時の未婚割合は上昇、及び既婚率は下がり続け、第一子出産時
の母の平均年齢は高止まりの傾向にある。これらが示すのは、何ら対策を取らな
ければ、本県の出生数は今後も減り続けるということである。そして（減少人口
数以上の移住者等がない限り）その論理的帰結として、いずれ県人口はゼロにな
る。もっとも、ゼロになるのを待つまでもなく、生産年齢人口の割合が過度に低
下すれば、自治体としての機能維持が困難になるであろう。中山間地域ではすで
に現実になろうとしていることである。

県の戦略は、何らの対策も打たなければ、県人口が 年には 万人にま
で減少するという将来予測をもとに、本包括外部監査が対象とする少子化対策事
業を含む人口減少対策の効果により、これを 万人までの減少に留めようとい
うものである。そしてこの人口の将来展望の実現に向けて、出生に関する目標と
して出生率を掲げている。この目標は県民の結婚と出産に関する希望をかなえる

5

6



7 
 

ことを前提とした既婚率と第一子出生年齢の仮定をもとに算出している。
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３ 自然増減の状況

人口の自然増減とは出生数から死亡数を引いた数値である。人口減少の最も大
きな（直接的な）原因は出生数の減少である。令和３年の県内出生数は 人
であり、過去最少であった令和２年をわずかに上回ったものの減少傾向であるこ
とには変わりない。その結果、令和３年の自然減は 人となった。単純に考
えても、年間 人以上の人口減少が続けば、 年ほどで本県人口はゼロにな
ることになる。

人口の自然増減

（出典）厚生労働省 ｢人口動態統計｣
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合計特殊出生率は、先に述べたように「 ～ 歳までの女性の年齢別出生率を
合計したもの」で、一人の女性がその年齢別出生率で一生の間に生むとしたとき
の子どもの数に相当する。ある死亡の水準の下で、人口が長期的に増えも減りも
せずに一定となる出生の水準（人口置換水準）は、 であり、これを下回れば
人口減少を招くことになる。令和３年の県内の合計特殊出生率は であり、令
和２年や全国平均（ ）を上回り、全国 位であった。とはいえ、人口置換水
準を下回り推移していることには変わりない。県の戦略は、各種少子化対策事業
の効果により、 年にはこれを 、 年には まで引き上げようとす
るものである。

なお、令和３年の人口千人あたりの県内出生率は で、全国 位であった
（ 第３表－２参照）。

この出生率の現状、県の目指す目標値が県民の希望を反映しているかどうかは
重要な前提である。国立社会保障・人口問題研究所がほぼ５年ごとに実施してい
る出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）の第 回（ 年実施）

8

9



10 
 

調査結果の概要によれば、夫婦の｢理想の子ども数｣は平均 人（前回調査では
人）、予定子ども数は平均 人（前回 人）であり、予定する子どもの

数が理想の子どもの数を下回る。さらに言えば、現実の出生数は予定する子ども
の数をも大きく下回っている（ 年の合計特殊出生率は ）。これは、本音
はもっと多くの子を持ちたいが、それを阻む事情により現実の出生数が抑えられ
ているということを意味している。そして、前記調査結果は、望む数の子どもを
持たない（持てない）理由として、①子育てや教育にお金がかかりすぎるから
（ ％）、②高年齢で生むのはいやだから（ ％）、③ほしいけれどもできな
いから（ ％）、④これ以上、育児の心理的、肉体的負担に耐えられないから
（ ％）等と回答している。県の少子化対策事業は、これらの弊害を除去する
ことにより、その効果として出生率の増加を目指すということになる。

一組の両親から生まれる子どもの数と同様に重要なのが、両親（夫婦）自体の
数を増やすことである。複合的な要因によるものであろうが、未婚割合は大きく
上昇し続け、令和２年において、 歳時における男性の３割、女性の２割が未婚
であった。

 

現時点では婚外子はそれほど多くないため、ここでは一応夫婦を前提とする。
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未婚割合の現状が、当人らの希望を率直に反映しているのであれば致し方ない。
しかし、多くは結婚を望みながらも未婚化しているようである。令和２年度に県
が実施した県民意識調査では、将来の結婚の希望の有無につき、未婚男性の

％、未婚女性の ％が、いずれは結婚を選択したいと回答している。そ
して、結婚を望みながらしない（できない）理由として、①適当な相手にまだめ
ぐりあわないから（ ％）、②今は、仕事（または学業）に打ち込みたいから
（ ％）、③安定した就労状況でないから（ ％）④結婚を選択するにはまだ
若すぎるから（ ％）、⑤結婚資金が足りないから（ ％）等が挙がっている。
②及び④は個人の選択の問題であるが、その他は外部的な阻害要因が理由となっ
ている。

また、同調査において、高知県が｢結婚｣、｢妊娠・出産｣、｢子育て｣できるよう
な社会になっていると考える人の割合は、①結婚している人の ％に対し、結
婚したことがない人は ％、②子育て中の人の ％に対し、子どものいない
人は ％であった。いずれも高い評価とはいえないが、特に経験の無い人の方
が不安を感じやすいという傾向は明らかである。
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県は、各種事業の効果としてこの阻害要因や不安要素を除去することにより、
未婚化を抑制し、結果として出生率の増加を目指すことになる。

妊娠適齢期のなるべく早い時期に婚姻することは、妊娠自体の可能性を高める
ほか、早い段階での第 子出産が期待でき、さらに第２子以降の出産の可能性が
高まる。ここ 年の推移において、平均初婚年齢に大きな変化は見られないよう
であるが、それに満足するのではなく、少子化解消の観点からは、初婚年齢及び
第１子出産年齢の早期化をはかる必要がある。県は、前述の県民意識調査結果を
参考に、少子化対策事業の効果としてこれら阻害要因を除去することにより、晩
婚化を抑制し、第１子出産年齢の早期化を促進し、結果として出生率の増加を目
指すことになる。
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４ 社会増減の状況

社会増減とは本県への転入者数と転出者数の差である。県内の高校、大学又は
専門学校等を卒業して県外（特に関東や関西の都市圏）に転出する者の数が大き
いこと、男性に比べ女性の転出超過が顕著であることが問題となっている。他方、
近年は県外からの移住者増等により社会減が一定抑制されている。それでも、自
然減と併せると、県全体の１％を超える人口が毎年減少している現状は重く受け
止める必要がある。

 

以下に示すグラフから分かる転出者の傾向は次の３点である。

① 他の年代より 歳～ 歳の転出者が多い

② 男性より女性の転出超過が多い

③ 多くが大都市圏に転出する

これらを解消する施策は、対象となる年代の人たちに県外に出て行く必要を感じ
させないほど魅力ある高等教育機関、魅力ある職場を増やしていくことであろう。
ただ、少子化・子育て支援対策事業を対象とする本包括外部監査では取り扱わな
い。
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厚生労働省の公表した令和３年の人口動態統計（都道府県別）
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第  包括外部監査の対象～高知県の少子化・子育て支援対策事業

概説

１ はじめに

 本包括外部監査では少子化・子育て支援対策事業を監査対象と
する。ところで、ひとことで少子化・子育て支援対策といっても単
純ではない。結婚促進、不妊治療補助、学童保育の充実等は少子
化・子育て支援対策として理解し易い。しかし、例えば女性の社会
進出の機会を創出する、ワークライフバランスの浸透をはかる等の
事業については、少子化・子育て支援対策以外の意義も大きく、目
的と効果は多面的である。直接、間接を問わず少子化対策になる事
業を少子化・子育て支援対策事業と捉えるなら、説明の仕方次第で
は、県民生活の向上に何らかの意味で役立つ事業の多くが少子化・
子育て支援対策事業ということができるであろう。

 もっとも、これでは対象が広がりすぎ、事業の評価も曖昧にな
りかねない。そこで本包括外部監査においては、県が少子化・子育
て支援対策事業として位置付けている事業に限定して見ていくこと
とする。このように限定したとしても、少子化・子育て支援対策各
事業にはワークライフバランス推進事業等と同様に少子化対策以外
の効果があり、端的に｢子どもの数を増やす又は減らさない｣という
意味では現時点で大きな効果に繋っていないとしても、他の重要な
役割を果たしている事業もあろう。本包括外部監査における各事業
の評価は、あくまでも少子化・子育て支援対策の視点からの評価で
あることをご理解いただきたい。
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２ 「第２期高知県まち・ひと・しごと創生総合戦略」

（ ）概要

本県において現在進行中の少子化対策は、第２期高知県まち・ひと・しごと創
生総合戦略の柱の一つとして位置付けられている。

日本全体の人口は、少子化の進展に伴い平成 年をピークとして減少局面に入
っており、 年には１億 万人程度に、 年には 万人を割り込む水
準になるという推計もなされている。この人口減少の加速化の背景として、比較
的出生率の高い地方から出生率の低い東京圏への人口の一極集中が生じているこ
とも要因の一つとして考えられている。このまま人口が急速に減少すれば、将来
的には経済規模の縮小や生活水準の低下を招くなどの社会の大きな重荷となる懸
念がある。

この人口減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正
し、各地域がそれぞれの特徴を活かした自律的で持続的な社会を創生できるよう、
平成 年９月に政府に「まち・ひと・しごと創生本部」が設置され、地方創生の
取り組みが始まった。それ以降、同年 月に施行された地方創生の基本法である
「まち・ひと・しごと創生法」や、 月 日に策定された日本全体の人口の将
来展望を提示する「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び５か年の政策目
標や具体的な施策を提示する「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、全
国で地方創生の取り組みが推進された。

そして、令和元年 月 日には、「継続は力なり」という姿勢を基本に地方創
生の動きを更に加速させていくため、長期ビジョン（令和元年度改訂版）及び第
２期の国の総合戦略が閣議決定され、地方創生の取り組みは新たなステージに入
った。

高知県は、全国より 年先行して平成２年から、人口が出生数より死亡数が多
い自然減の状態に陥り、人口減少による経済の縮みが若者の県外流出を招き、特
にその影響が大きい中山間地域は衰退するとともに少子化が進み、さらに経済が
縮むことで県民の暮らしが一層苦しくなるという「人口減少の負のスパイラル」
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をたどってきた。

この人口減少の負のスパイラルを断ち切るため、「経済の活性化」「教育の充実」
「日本一の健康長寿県づくり」「中山間対策の充実・強化」「少子化対策の抜本強
化と女性の活躍の場の拡大」の５つの基本政策と、それらを下支えする「南海ト
ラフ地震対策の抜本強化・加速」「インフラの充実と有効活用」「文化芸術とスポ
ーツの振興」の３つの基本政策を総合的に推進してきた。

 

そして、国の地方創生の動きも追い風として、高知県の取り組みをさらに加速
していくため、「産業振興計画」の取り組みに加え、「中山間地域対策」や「少子
化対策」を総合的に組み合わせた「高知県まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以
下、「第１期戦略」という。）を全国の都道府県に先駆けて平成 年３月に策定し
た。
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第１期戦略（平成 年改定版）では、将来展望として 年の高知県人口を
万７千人にとどめることを目指すこととした。この将来展望を実現するため、

基本目標１：地産外商により安定した雇用を創出する

基本目標２：新しい人の流れをつくる

基本目標３：若い世代の｢結婚｣｢妊娠・出産｣｢子育て｣の希望をかなえる、
女性の活躍の場を拡大する

基本目標４：コンパクトな中心部と小さな拠点との連携により人々のく
らしを守る

という４つの基本目標をかかげ、高知県における地方創生の実現に向けて官民協
働・市町村との連携協調のもと取り組みを進めた。

この第１期戦略の取り組みを推進した結果、生産年齢人口の減少に関わらず、
経済がマイナス成長からプラス成長に転じたほか、第１期戦略で掲げた４つの基
本目標に係る施策それぞれで一定の成果が見られた。

しかしながら、社会増減の均衡や出生に関する県民の皆様の希望の実現という
高い目標に向けては道半ばであり、人口動態の改善効果が発現するには取り組み
の継続が必要である。

そのため、第１期戦略の基本目標の大枠は維持しつつ、各施策群をバージョン
アップさせ、高知県の地方創生の実現に向けて取り組みを進めるため、令和２年
月に「第２期高知県まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定した。第 期戦略
における基本目標を下記のとおり設定し、人口の将来展望の実現に向けて、官民
協働・市町村との連携協調のもと継続して取り組みを推進していく。

基本目標１：地産外商により魅力のある仕事をつくる

基本目標２：新しい人の流れをつくる

基本目標３：｢結婚｣｢妊娠・出産｣｢子育て｣の希望をかなえる、女性の活躍
の場を拡大する

基本目標４：高齢者の暮らしを守り、若者が住み続けられる中山間地域
をつくる
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（ ）基本目標３～｢結婚｣｢妊娠・出産｣｢子育て｣の希望をかなえる、女性の活躍の
場を拡大する

「第２期高知県まち・ひと・しごと創生総合戦略」が掲げる４つの基本目標の
うち、本包括外部監査の対象となる少子化関連事業が関係するのは基本目標３で
ある。

この基本目標３の内容として県は、出会い・結婚→妊娠・出産→子育てという
ライフステージの各段階に応じた少子化対策推進事業及び官民協働による少子化
対策事業を行っている。
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第４ 包括外部監査の結果

１ 出会い・結婚～出会いの機会の創出

（１） 事業内容

高知県の婚姻率は、昭和 年以降、全国平均を下回り、令和 年で （人
口千人対）と全国 位に低迷している。また、令和３年の平均初婚年齢も男
性が 歳、女性が 歳と 歳前後で推移しており、未婚化・晩婚化が
進行している。

高知県の婚姻件数と婚姻率の推移 

出典：厚生労働省「人口動態調査」

平成 年度県民意識調査によると、未婚者のうち、 の方が「将来結
婚を選択したい」とする一方、これらの方の「現在結婚を選択していない理
由」として「適当な相手にまだめぐり合わないから」が と最も多く挙
がっていた。また、交際相手との出会いを求めるとしたら、どのようなこと
を行いたいかについては、「特に何もしない」が で最も多く、出会いを
求めていても、出会いにつながる行動を起こせていない現状があった。
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こうした現状を踏まえ、高知県では、「結婚、妊娠・出産」は、個人の自由
であることを大前提に、支援を望む方の希望をより早く叶えることができる
よう、民間と行政が協働して、出会いへの支援を望む独身者等に出会いのき
っかけ等を提供する事業を行っている。

（２） 予算
 （単位：千円）

出会い支援事業費 年度 年度 年度 年度

事業費（予算額計）

出会い・結婚・子育て応援窓
口運営業務等委託料

インターネットホームページ
保守等委託料

広報委託料

出会いのきっかけ応援事業費
補助金

成婚記念品

プロポーザル審査会委員謝金

婚活サポーター講師等謝金

食糧費
その他事務費

決算額 未確定

（３） 具体的事業内容

ア 出会い・結婚・子育て応援窓口運営業務等委託料

総合的な出会い支援窓口の運営を高知県法人会連合会に委託している。
委託方法は随意契約である。委託を受けた高知県法人会連合会は、こうち
出会いサポートセンターを運営している（平成 年 月 日から）。少子
化対策重点推進交付金による国庫支出金が約 ％（令和 年度予算におい
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て）を占めている。こうち出会いサポートセンターによる出会い・結婚支
援の実績は以下の表のとおりである。

こうち出会いサポートセンターによる出会い・結婚支援の実績

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 合計

年度

引き合わせ成
立数

カップル数

交際継続中

成婚数

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 合計

年度

引き合わせ成
立数
カップル数

交際継続中 − − − − − −

成婚数

※ ～ まで引き合わせ数 カップル数 成婚数

イ インターネットホームページ保守等委託料

「高知で恋しよ‼応援サイト」というマッチングサイトの保守管理及び改
修を株式会社愛媛電算に委託している。委託方法は随意契約である。

ウ 広報委託料

出会い・結婚支援事業の動画コンテンツ作成及び広報デジタルプロモー
ションを株式会社高知広告センターに委託している。委託方法は随意契約
（プロポーザル）である。

エ 出会いのきっかけ応援事業費補助金

「高知家の出会い・結婚・子育て応援団」の市町村や非営利団体、企業及
び婚活サポーターが実施する出会いのきっかけづくりのためのイベント等
に対して補助金交付要綱に則り、同補助金を交付している（補助先：市町
村や非営利団体、企業等、婚活サポーター、補助率市町村１ ２、その他定
額）。補助対象事業及び補助限度額は以下のとおりである。
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（ア）市町村や非営利団体

地域の独身者向けの出会い交流会（ 千円＋（開催回数・規模に応じ
て 千円を上限に加算））。

（イ）企業等

自社従業員向け

・出会い交流会（ 千円＋（開催回数に応じて 千円を上限に加算））

・企業が 活動として行う多様なロールモデルを提示するライフプラン
講座（ 千円）

・ワークライフバランスや育児休暇・育児休業の取得促進等の推進に関す
る異業種等交流会（ 千円）

ｂ 地域の独身者向け

・企業が 活動として行う出会い交流会（ 千円）

・企業が 活動として行う多様なロールモデルを提示するライフプラン
講座（ 千円）

（ウ）婚活サポーター

・サポーター同士の情報交換会や独身者交流会（ 千円）

令和１年度が 、令和 年度が 、令和 年度が の団体に補助金が
支出されている。支出されているイベントは市町村などの出会い交流会及
び婚活サポーター同士の意見交換会等が多い。

オ 成婚記念品

成婚した夫妻に対して 円を支出

カ プロポーザル審査会委員謝金

円×５人

キ 婚活サポーター講師等謝金

33

34



35 
 

（ア）婚活サポーター研修会講師謝金

円×１回＋旅費 円。

（イ）独身者個別相談会等講師謝金

円×２回＋旅費 円×２回。

（ウ）婚活サポーター等研修謝金（ 円× 人分）

（エ）独身者相談会謝金（ 円×３人×６回）

（オ）全県協議会委員謝金（ 円×９人×２回）

（カ）婚活サポーター感謝状贈呈式記念品（ 円× 人×１回）

（４） 監査の結果（指摘あり）

ア 法令に則り実施されているものといえる。

イ 少子高齢化対策として若い男女が婚姻することは社会にとっても有用で
あるものの、最小の経費で最大の効果を実施できているのかという点につ
き以下で記載する。

ウ これまでに出会い支援事業費において目標として掲げられた数値をまと
めたのが以下の表である。

第１期 高知県まち・ひと・しごと創生総合戦略の数値目標・ の達成状況

出発点（ ）
目標年次
（Ｒ ）

年度末 客観的評価

マッチングシステムへ
の登録者数

名（ 時点） 名
名

（但し
時点）

応援団の実施するイベ
ント数

回 回 年 回

独身者の結婚を支援す
るボランティア数

名 名 名 ＋
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高知で恋しよ‼応援サイトアクセス数及びマッチングサイト会員数
の推移は以下の表のとおりである。

第 期 高知県まち・ひと・しごと創生総合戦略の数値目標・ の達成状況（ 年度）

出発点
年度到

達目標
年度の

目標値
年度現状 客観的評価

マッチングシステムへの
登録者数

名（ 時点） 名 名 名

高知で恋しよ‼応援サイ
トアクセス数

件（ 年度）
（参考）

件
件 件 −

応援団の実施するイベン
ト参加者

人 年（ 年度）
人

年間）
人

年間）
人
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（ア） サイクルに則り処理していること

前記表のとおり、出会い支援事業は毎年度 サイクルに則り事業
展開している。マッチングシステムへの登録者数が目標に達しなかった
ことについても、若い世代を対象とした割引キャンペーンや出張登録閲
覧会により、登録者数が 名前後増加したり、広報デジタルプロモー
ションとして若者等が利用する 等による広報や によ
る情報発信等をするなど、現状を分析し、行動しており、目的に向けた
合理的な運営が実施されている。

（イ）業務委託等（指摘）
本事業は、予算額が 千円から 千円もあり、かつマッチン

グサイト等は民間企業においても競合他社が多数存在する事業類型であ
る。とりわけ、平成 年当時よりも、スマートフォンから民間企業のマ
ッチングサイトに容易にアクセスできる状況にある。
高知県は、公共事業としての安心感と信頼感の担保、より多くの県

民・企業等への効果的なアプローチの実効性、センター窓口の持続性な
ど多面的観点から、他に適当な委託先（又は受託意向のある事業者）が
見当たらないとして、高知県法人会連合会に随意契約の方法で業務を委
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託している。業務委託をする意義についても、出会いのマッチングのみ
ならず、応援団による出会いイベントの支援（多様なイベントの創出）、
ボランティアサポーターの人材確保と育成、高知家の出会い・結婚・子
育て応援団の登録拡大、異業種交流会の実施など幅広く含んでいるもの
とする。また、株式会社愛媛電算にインターネットホームページの保守
等を委託している都道府県は、令和 年 月末日時点で 県あるとのこ
とである。
しかし、高知県における少子化対策の意義を踏まえると、多額の費用

を費やしている一方、令和 年度においては成婚数 組、令和 年度に
おいても成婚数 組に留まっていることは、重く考慮すべきである。
異性の出会い方等も時代によって大きく変化しており、その変化の情

勢に機敏に対応しなければ、流動性の無い、変化の乏しい出会い支援事
業に留まってしまう。スマートフォンから容易に利用できるマッチング
アプリ等を運営している民間企業が多数ある中で、本事業の意義を考え
る必要がある。そのため、出会い・結婚・子育て応援窓口運営業務等委
託先及びインターネットホームページ保守等の委託先については、公募
型プロポーザルや一般競争入札等の競争原理が働く中で選定し、公的な
安心感を与え、かつ、民間の活力を利用した出会いの機会の活性化など、
より少子化対策となる出会い支援事業となるよう事業内容を慎重に検討
していく必要がある。
なお、担当課においては、結婚等まで意識が向いていない 代の交流

会を企画するなど、若者の出会いに対する認識の現状を踏まえた企画等
も検討しており、そうした取り組みや問題意識は評価できる。

千円から 千円の財源を費やす意義や効果を踏まえて、よ
り少子化対策となる実効性のある出会い支援事業の展開を期待したい。
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２ 妊娠・出産～安心して妊娠・出産できる環境づくり

（１） 不妊に悩む方に対する支援の充実

ア 事業内容

不妊は、子どもを持ちたい夫婦にとって切実な問題である。不妊治療は、
経済的な負担とともに、身体的・精神的な負担も大きいことから、経済的
な支援や相談体制、情報提供の充実等が必要になる。

イ 予算

ウ 具体的事業内容

ア 不妊専門相談センター事業委託費

平成 年度から設置している不妊専門相談センターに係る業務を高知
県・高知市病院企業団に随意契約の方法で業務委託している。令和４年度
予算は人件費が 千円、事務費等が 千円。

平成 年度から設置されており、不妊症看護認定看護師等による電話相
談や面接相談を実施している。平成 年度からの相談実績は以下のとおり
である。

（単位：千円）
不妊治療 年度 年度 年度 年度

予算額計 補正後
（ のみ当初予算）

１
不妊専門相談センター事業委
託費

２
一般不妊治療助成事業費補助
金

３ 不妊治療費給付金

４ 不妊治療費補助金

決算額 未確定

※ 一般不妊治療助成事業費補助金は 年度から保険適用により終了
※ 年度の ～ は当初予算
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イ 一般不妊治療助成事業費補助金

同補助金交付要綱により、市町村が行う一般不妊治療助成事業に要する
経費に対して補助金を交付する（補助金額は夫婦 組当たり 年度につき
万円を限度とする）。なお、令和 年度からの不妊治療の保険適用により

終了となった。これまでの実績は以下の表のとおりである。

一般不妊治療助成事業費補助金の実績等

ウ 不妊治療費補助金

国による特定不妊治療費補助事業の助成対象となる高知市在住の夫婦が
体外受精・顕微授精を行った場合の治療に要する費用を補助する（補助対
象：高知市、補助率：国 分の１ 補助期間：令和２年度から）。なお、当
該補助事業についても、令和４年４月から不妊治療の保険適用に伴い、助

不妊専門相談センター相談事業実績 電話・面接相談）

電
話

面
談

合計
電
話

面
談

合計
電
話

面
談

合計
電
話

面
談

合計
電
話

面
談

合計

電
話

面
談

合計
電
話

面
談

合計
電
話

面
談

合計
電
話

面
談

合計
電
話

面
談

合計

 

年 度 年度

(実績）

年度

(実績）

年度

(実績）

年度 

（実績）

当初予算（千円）
補 正（千円） － － － ―
補正後予算（千円） － － － ―

交付
決定

市町村数
金額（千円）

実績
市町村数
件数
金額（千円）
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成事業は終了するものの、経過措置として、令和３年度以前に治療を開始
し、令和４年度中に治療が終了した年度をまたぐ保険適用外の治療費等に
ついては、令和４年度中に１回に限り助成するものとしている。

エ 不妊治療費給付金

特定不妊治療費以外の治療法では妊娠の見込みがない又は極めて少ない
と医師に判断された法律上の婚姻をしている夫婦 令和３年 月１日～事実
婚関係の方も対象 を対象として以下のとおり助成する。

 経過措置（ 千円）

令和 年 月から保険適用となることを踏まえ、年度をまたぐ 回の治
療に要する費用の一部を助成する。

 保険適用

現行制度と比較して自己負担が増加することや今後の治療計画に支障が
生じることがないよう実績から推計して保険適用後に自己負担平均額が増
額となる治療に要する費用の一部を助成する（治療 ・ ： 回の治療につ
き上限 万円）。

 保険適用外

保険適用外となる 歳以上の方に急激な費用負担が生じないよう、令
和 年度以降継続して助成する。
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高知県特定不妊治療支援事業の助成額・助成上限等

特定不妊治療費助成事業 助成回数実績

エ 監査の結果（意見あり）

（ア） 補助金交付要綱に則り事業が実施されるなど法令上の問題点は見受け

治療開始の年齢 治療対象範囲 助成回数 助成上限額

 ４０歳未満 C及び F（保険適用された治療） ６回 ３万円 

 ４０歳以上４３歳未満   C及び F（保険適用された治療）  ３回 ３万円 

４３歳以上 
A・B・D・E 

３回 
３０万円 

C及び F １５万円 

年度

上半期

下半期

計
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られない。

（イ） （意見）不妊専門相談センター相談事業実績 電話・面接相談）のとお
り、相談件数が減少傾向にある。高知県においては、前記相談事業につ
いて、ホームページ、ラジオ、テレビを用いた広報、医療機関や薬局に
チラシを置くなどした広報を行い、広く県民に周知していたとのことで
あった。もっとも、相談件数自体は減少傾向にあり、減少した原因、不
妊を抱える夫婦の年代に沿った周知方法を分析し、分析結果に基づき、
不妊を抱える夫婦等により利用されるよう、広報活動等を実施すべきで
ある。なお、不妊症看護認定看護師の資格を有する職員が在籍する県内
施設が高知県・高知市病院企業団に限られることから前記企業団と随意
契約により実施することは相当かつ必要である。

（ウ） 令和 年 月から不妊治療に保険が適用されているが、以下の表のと
おり年齢や回数制限などが設けられている。第２期高知県子ども・子育
て支援事業支援計画では、不妊治療の経済的負担を軽減することを目標
としており、高知県においては、前述のとおり、令和４年度から高知県
特定不妊治療支援事業を実施し、不妊治療の保険適用後も見据えた経済
的負担軽減対策を実施している（不妊治療費給付金）。このような対応は、
不妊治療が少子化対策として重要であることを踏まえた必要かつ相当な
対応として評価できる。

 

出典：女性のためのラボ健康 ＋
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（２） 子育てしやすい地域づくりに向けた取組の充実

ア 高知版ネウボラ

ア 事業内容

高知県では、子育て世代包括支援センターを起点とした妊娠期から子育
てまでの切れ目のない総合的な支援「高知版ネウボラ」を推進し、子育て
家庭のリスクに応じた適切な対応、子育て家庭の不安の解消や働きながら
子育てできる環境づくりを進めている。ネウボラとは、フィンランド語で
「アドバイスの場所」という意味であり、フィンランドのネウボラは、担
当保健師が中心となって子どもやその家庭を支援するための地域拠点とな
る。高知版ネウボラでは、妊娠期から子育て期までの家庭を対象として、
妊娠・出産・子育てに関する関係機関によるネットワークを構築すること
により、必要な支援サービスを切れ目なくつなぐ仕組みを意味する。高知
版ネウボラは以下の表のとおり、各種機関や制度が関係しているため、本
稿では、子育て世代包括支援センターを取り上げる。なお、高知県では、
高知版ネウボラを各市町村で実施するよう高知版ネウボラ推進事業費とし
てネウボラ推進セミナーの開催やアドバイザー派遣等による推進体制の構
築を支援している（ネウボラ推進会議）。
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イ 予算

ウ 具体的事業内容

高知版ネウボラ推進事業費及びアドバイザー派遣による推進体制の構築
支援（ネウボラ推進会議）の実績は以下のとおりである。

 令和１年度

ネウボラ推進会議アドバイザー謝金 円

香南市ネウボラ推進事業に関する勉強会 円

高知の子育てを応援する座談会コーディネーター謝金ほか 円

地域子育て支援センター職員交流会講師謝金 円

 令和 年度

香南市ネウボラ推進事業に関する研修会講師謝金 円

地域子育て支援センター勉強会及び交流会講師謝金 円

 令和 年度

高知版ネウボラ推進セミナー講師謝金 円

市町村合同ヒアリング市町村訪問旅費 円

（単位：千円）

ネウボラ推進事業 年度 年度 年度 年度

事業費（予算額計）

高知版ネウボラ推進事業費

アドバイザー派遣等による推進体制
の構築を支援 ネウボラ推進会議）

決算額計 未確定
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地域子育て支援センター市町村個別支援アドバイザー謝金 円

事務費（コピー代、郵送料） 円

 令和 年度（令和４年 月時点）

地域子育て支援センター職員研修講師謝金 円

エ 監査の結果

 実際の生じた費用等により積算しており、法令に則り適正に実施され
ている。

 高知版ネウボラは高知県の推進する政策である。高知版ネウボラは妊
娠期から子育て期までの家庭を対象として、妊娠・出産・子育てに関す
る関係機関によるネットワークを構築することにより、必要な支援サー
ビスを切れ目なくつなぐ仕組みづくりを目標とするものであり、かかる
仕組みづくり構築に向けた各種セミナーや個別支援アドバイザー派遣等
は必要かつ相当な支出と評価できる。
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イ 子育て世代包括支援センター

ア  事業内容
妊産婦・乳幼児等へは、母子保健分野と子育て支援分野の両面から支援

が実施される。母子保健法に基づく母子保健事業、子ども・子育て支援法
に基づく利用者支援事業、児童福祉法に基づく子育て支援事業などであ
る。一方、支援には多くの関係機関が関わるため、関係機関同士の十分な
情報共有や連携が難しく、制度や機関により支援が分断されてしまうとい
う課題などがある。そこで、子育て世代包括支援センターが妊娠期から子
育て期にわたる切れ目ない総合的な支援を行う。
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イ  予算
 

ウ  具体的事業内容

子ども・子育て支援法に規定する地域子ども・子育て支援事業（利用者
支援事業（母子保健型））に対して補助する。根拠法令は子ども・子育て支
援法、補助先は市町村、補助率は 分の１以内（国 分の２、県 分の１、
市町村 分の１）、である。

利用者支援事業は、子育て家庭や妊産婦が、教育・保育施設や地域子ど
も・子育て支援事業、保健・医療・福祉等の関係機関を円滑に利用できる
ように、身近な場所での相談や情報提供、助言等必要な支援を行うととも
に、関係機関との連絡調整、連携・協働の体制づくり等を行うものである。
利用者支援事業は つの類型があり、その中の母子保健型が子育て世代包
括支援センターにあたる。

子育て世代包括支援センター（利用者支援事業（母子保健型））は、主と
して市町村保健センター等で、保健師等の専門職が妊娠期から子育て期に
わたるまでの母子保健や育児に関する妊産婦等からの様々な相談に応じ、
その状況を継続的に把握し、支援を必要とする者が利用できる母子保健サ
ービス等の情報提供を行うとともに、関係機関と協力して支援プランの策
定などを行う。

エ  監査の結果

 補助金交付要綱に則り処理され、法令に基づき適正に実施されている。

 子育て世代包括支援センターの実施主体は市町村である。子育て世代包
括支援センターについて高知県は、地域子ども・子育て支援事業費補助金
として 分の１を支出し、同補助金などにより市町村における子育て世代

（単位：千円）
地域子ども・子育て支援事業費補助金
（利用者支援事業（母子保健型））

年度 年度 年度 年度

予算額計 補正後（ のみ当初予算）

決算額 未確定
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包括支援センターの事業が実施されている。令和３年度の予算額と決算額
の差が大きいが、その理由は、市町村における地域住民の複合・複雑化し
た支援ニーズに対応する包括的な支援体制を整備するため、対象者の属性
を問わない相談支援、多様な参加支援の実施、地域づくりに向けた支援を
一体的に行う重層的支援体制整備事業が国において新設され、一部の市町
村が当該事業の活用へと移行したことによるものである。子育て世代包括
支援センターの設置は進んでおり、現時点においては、全市町村で設置さ
れている。

 目標 高知県は以下の目標を掲げている。
政策目標（第 期 日本一の健康長寿県構想）

高知県が『安心して「結婚」、「妊娠・
出産」「子育て」できるような社会』に
なっている

年度
目標年度
（ 年度）

 

 計画、実行

その他にも、産後、退院してから カ月程度、助産師や保健師等から
指導・ケアを十分に受けることができた者の割合（３・４か月児）とし
て、令和 年度に ％の達成目標を掲げている。平成 年度には ％
であったため、令和 年度到達目標を ％、令和 年度の到達目標を

％に設定していたところ、令和 年度の割合は ％と目標を達成し
ている。また、子育て世代包括支援センターが未設置の３町村にも助言

第１階層（第 期 日本一の健康長寿県構想）

子育て世代包括支援センターの設置と周
知活動を実施する市町村数

年度
目標年度
（ 年度）

市町村 全市町村
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などを行い、令和 年 月には全市町村で同センターが設置されるに至
っている。このような成果を踏まえると地域子ども・子育て支援事業費
補助金（利用者支援事業（母子保健型））は、妊娠期からの継続的な切
れ目ない支援の実現に資しているものと評価できる。今後も前記日本一
の健康長寿県構想の政策目標達成に向けた サイクルの実施を引
き続き求めたい。

ウ 妊婦健康診査、産婦健康診査等

ア  事業内容

妊婦健康診査は、母体や胎児の健康保持を図るため、妊婦に対して、妊
娠週数に応じた問診、診察等による健康状態の把握、検査計測、保健指導
を実施するとともに、妊娠期間をとおして適時に、必要に応じた医学的検
査を実施する事業である。

産婦健康診査は、産後うつの予防や新生児への虐待予防等を図るため、
産後 週間、産後１か月など出産後間もない時期の産婦に対する健康診査
を公費負担により実施する事業である。

イ  予算

ウ  具体的事業内容

 妊婦健康診査強化事業費補助金

（単位：千円）

妊産婦健康診査 年度 年度 年度 年度
予算額計 補正後（ のみ当初予
算）

妊婦健康診査強化事業費補助金

妊婦健康診査普及啓発事業

産婦健康診査事業

母子健康手帳別冊改訂

決算額計 未確定
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細菌性膣症がある場合には早産のリスクが高まるため、早産予防の一
環として、市町村長が行う妊婦健診の検査項目に、県独自で膣分泌物の
細菌検査を追加し、追加分に係る必要な経費を補助する（補助先 市町
村、補助率１ ２、補助期間 ～）。同補助金の支出先は高知市が決算
額の半分近くの金額を占めている。

 妊婦健康診査普及啓発事業

妊娠健診の受診勧奨用のチラシを作成・配布し、適正な母体管理を働
きかける事業である。

 産婦健康診査事業

令和１年度より令和３年度までは産婦健康診査審査体制整備事業費と
して、産婦健康診査事業実施に向けて市町村保健師や産婦人科医師、助
産師、看護師などで準備検討会を行っていた（令和１年度については新
型コロナウイルスの影響により実施していない）。

令和２年度から、産婦健康診査事業として、産婦健診の受診勧奨用の
リーフレットを作成・配布し、産後うつの予防や新生児期への虐待防止
を図る事業を行っている。

 母子健康手帳別冊改訂

妊婦健診の受診勧奨及び妊娠週数に応じた母体管理の意識啓発等を行
うための冊子を母子健康手帳と一緒に配布する。

エ  監査の結果

 補助金交付要綱に基づく支出等であり、法令上の問題は見られない。

 高知県は、母体や胎児の健康確保のため、妊娠初期から出産まで正
期産（妊娠 週～ 週）の場合で概ね 回の定期的な健診を受診し
ている妊婦の増加と未受診のまま出産に至る妊婦の減少を目標として
いる（第 期高知県子ども・子育て支援事業支援計画 頁）。

令和１年度から同 年度までの妊婦健診の受診券の発行を受けた者
の中で回数別に割り付けたのが以下の表である。表から分かるとおり、
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回から 回までの回数が ％近くに留まっている。

担当課によれば、 回以降の回数が減少するのは、 回目以前に出
産しており、妊婦健診を受診していないため、とのことであった。そ
うすると、現状において、高知県が掲げた前述の目標は概ね達成して
いると評価できる。また、妊婦健診は、各市町村が妊娠届け出時から、
子育て世代包括支援センターにおいて面談を行い、妊婦健診を公費で
実施し、出産まで各時期に応じて適切な時期に妊婦健診を受診するよ
う取り組む事業である。高知県としては、市町村の取り組みを妊婦健
康診査強化事業費補助金や受診勧奨用リーフレットの作成・配布によ
り支援をするという立ち位置に照らせば、より具体的目標を設定する
ことが困難であることも理解できる。
よって、現在の妊婦健診の受診者数からして、高知県が掲げた目標

は達成しており、目標を設定し、目標に向けた効果測定・分析も適正

妊婦健診の受診券を発行し
た人数

出産までの受診券使用回数

回 回 回 回 回 回 回

年度

人

受診人数 母親

年度

人

受診人数 母親

年度

人

受診人数 母親

回 回 回 回 回 回 回

年度

年度

年度
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に実施されているものといえる。

エ 乳幼児健診の受診促進

ア  事業内容

母子保健法第 条では、市町村は、「満一歳六か月を超え満二歳に達し
ない幼児」（ 歳 か月児健康診査）および「満三歳を超え満四歳に達し
ない幼児」（ 歳児健康診査）に対し、健康診査を行わなければならない
ものと定めている（以下、これら つの健診を「乳幼児健診」という）。
高知県では、市町村長が実施する乳幼児健診の受診促進に関する取り組
み（人材育成含む）に対し、補助金を交付する形での支援を行っている。
この事業は、後述する産後サービス事業で挙げる母子保健支援事業費補
助金に含まれている。

イ  予算

ウ  具体的事業内容

補助先は市町村、補助率は定額、補助限度額は以下のとおりである（補
助事業開始年度：平成 年度～）。なお、母子保健支援事業費補助金につ
いては交付要綱として策定されている。

 受診勧奨（対象：１歳６か月児・３歳児健診未受診者）

１歳６か月児健診及び３歳児健診の未受診児に対する健診の実施日の
通知及び受診勧奨用啓発資材の配布を行う事業であって、保健師及び助
産師等の専門職が、児の保護者などに対して面接による受診勧奨を行う
ものである。面接１回あたり 円を補助する。

（単位：千円）

母体管理支援事業費 年度 年度 年度 年度
予算額計 補正後（ のみ
当初予算）

母子保健支援事業費
補助金

決算額計 未確定
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 人材育成事業

１歳６か月児健診及び３歳児健診の実施にあたり、受診勧奨事業の訪
問面接員及び健診スタッフとして従事する者に対して研修を行う。補助
の上限は 万円である。

エ  監査の結果

 高知県補助金等交付規則及び要綱に基づき交付されており、法令に
基づき適正に実施されている。

 以下のとおり、乳幼児健診は全国平均より低い水準で推移していた
が全国平均を超えて推移している。

【１歳 か月児健診】

【３歳児健診】

資料：厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告」

％ 
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ｃ 第２期高知県子ども・子育て支援事業支援計画では、令和 年度に受診
率を ％にするとの目標を掲げており、平成 年度以後の乳幼児健診の受
診率につき、 歳 か月児健診は、令和１年度 ％、令和 年度 ％、
令和 年度 ％と推移している。 歳児健診は、令和１年度 ％、令和
年度 ％、令和 年度 ％と推移している。
本事業における補助金の交付先の市町村においては、専ら受診勧奨に充

てられている。令和１年度においては、 市町村（決算額 千円）、令和
年度においては、 市町村（決算額 千円）、令和 年度においては、
市町村（決算額 千円）を交付している。交付を受けた市町村において、

健診未受診児に受診勧奨を実施することで受診に繋がっていることも確認
できた。担当課においては、令和 年度については、新型コロナウイルスの
感染症拡大の影響による健診の一時的な中止や受診控えなどにより受診率
が低下したものと分析している。今後については、受診促進と併せて保健
師の資質向上に向けた研修会の実施を行うものとしている。
また、担当課において、市町村の受診率に差があり、受診率の低い市町

村における未受診児への受診勧奨を強化する必要があるとしている。実際
に、受診勧奨に関して本補助金の交付を受けているのは、前述のとおり限
られており、かかる強化の必要性は認められる。
以上のとおり、乳幼児健診の受診促進事業に関しては目標が設定されて

おり、目標に向けた効果測定・分析も適正に行われている。

オ 人材育成事業（高知家の産前・産後ケア体制づくり）

ア  事業内容

地域の特性に応じた産前・産後ケアサービスの提供体制を構築すること
に向け、産前・産後ケアを推進する人材育成のための研修会の開催及び子
育て世代包括支援センター連絡調整会議等をアドバイザー招聘により実施
する。
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イ  予算
（単位：千円）

人材育成事業 年度 年度 年度 年度

予算額計 補正後（ のみ当初予算）

母子保健コーディネーター研修会講
師謝金

スキルアップ研修会講師謝金

子育て世代包括支援センター連絡調
整会議アドバイザー謝金

ネウボラ推進会議アドバイザー謝金

産後ママサポーター等養成講師謝金

決算額計 未確定

ウ  具体的事業内容（参考：令和 年度予算）

 母子保健コーディネーター研修会講師謝金として、講師１人１回に
つき 千円＋一回の旅費 千円を計上。

 スキルアップ研修会謝金として講師１人１回につき 千円＋１回
の旅費 千円を計上。

 ネウボラ推進会議アドバイザー謝金として、講師１人１回につき
千円＋旅費 千円を計上。なお、同推進会議は新型コロナウイル

スの影響により、令和 年度以降は実施していない。

 産後ママサポーター等養成講師謝金として、 回につき 千円＋旅
費 千円を計上。なお、産後ママサポーター等養成講座は新型コロ
ナウイルスの影響などにより令和１年度以降は実施していない。

 子育て世代包括支援センター連絡調整会議アドバイザー謝金として
講師１人 回につき 千円＋旅費 千円を計上。

エ  監査の結果

本事業に基づく研修等の平成 年以降のものは以下のとおりである。
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母子保健コーディネーター養成研修等
日付 演題 講師 参加人数

身近な地域で子育てしやす
い環境の仕組みづくり～母
子保健コーディネーターの
基礎知識～

高知県立大学
看護学部
畠山典子助教

人 市町村 名、福祉保健所
名）

フィンランドのネウボラお
よびそこから学び取り入れ
た日本の自治体での取り組
み

大阪市立大学大学院
横山美江教授
他 名

人 市町村 名、福祉保健所
名）

切れ目ない支援のための基
礎的知識

大阪市立大学
大学院看護研究科
畠山典子講師

人 市町村 名、福祉保健所
名）

妊娠期からのポピューレー
ションアプローチ～

禍における母子
保健～

大阪市立大学大学院
看護研究科
畠山典子講師

人 市町村 名、福祉保健所
名）

子育て世代包括支援センター連絡調整会議
日付 アドバイザー 参加人数

東邦大学看護学部
福島富子学部長

人 市町村 名、福祉保健所 名）

東邦大学看護学部
福島富士子学部長 人 市町村 名、福祉保健所 名、助産師 名）

東邦大学看護学部
福島富士子学部長

人 市町村 名、福祉保健所 名）

スキルアップ研修会
日付 演題 講師 参加人数

母子保健の基本的な考え方
について

徳永雅子氏
人 市町村 名、福祉保健所

名）

妊娠届け出面接のスキルと
アセスメントについて 徳永雅子氏

人 市町村 名、福祉保健所
名）

特定妊婦支援のためのアセ
スメント・リスクアセスメ
ントについて

徳永雅子氏 人 市町村 名、福祉保健所
名）

相談支援に必要な情報収集
力とアセスメント力の向上
について

徳永雅子氏 人 市町村 名、福祉保健所
名）

妊産婦等の支援に必要なア
セスメントと支援について

徳永雅子氏
人 市町村 名、福祉保健所

名）
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 個々の講師等の謝金や旅費交通費の支出であり、法令上適正に実
施されている。

 市町村職員や福祉保健所職員が前述の演題の研修会等に参加する
ことは地域で暮らす妊産婦等の支援のために必要知識を獲得するも
のであり、かつ、高知県の規定により支給される謝金及び旅費であ
ることを踏まえると最小の経費で最大の効果を求めているものと評
価できる。

 本事業について、事業の目標管理、効果測定及び分析等の
サイクルに則った事業運用は確認できなかった。担当課によれば、
研修会ごとにアンケートを取り、同アンケートにおいて理解度、次
年度への研修の要望等を募り、次の研修等に活かしているとのこと
であった。このようなアンケートを用いて、研修毎における受講者
の理解度等を確認しているのは評価できる。産前・産後ケアを推進
する人材育成のための研修会として高知版ネウボラの意義に沿った
重要なものであり、公金が支出されていることを踏まえれば、なお
いっそう、参加者目線で分かりやすい講師の人選・内容であるのか
等の確認をしていく必要がある（例えば、研修会後のアンケートに
おいて、参加者の内、 ％が｢よく理解できた｣｢理解できた｣にチェ
ックを付けることを目標にするなどの設定も考えられる）。

カ 産後ケア事業等市町村の実施する母子保健事業への支援

ア  事業内容

産後ケア事業とは、母子保健法第 条の２第２項に基づき、市町村が、
分娩施設退院後から一定の期間、病院、診療所、助産所、自治体が設置
する場所（保健センター等）又は対象者の居宅において、助産師等の看
護職が中心となり、母子に対して、母親の身体的回復と心理的な安定を
促進するとともに、母親自身がセルフケア能力を育み、母子の愛着形成
を促し、母子とその家族が健やかに育児ができるよう支援することを目
的とするものである。

令和元年 月 日に公布された母子保健法の一部を改正する法律（令
和元年法第 号）において、出産後 年を超えない女子及び乳児に対す
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る産後ケア事業の実施が市町村の努力義務として法定された。

市町村においては、母子保健衛生費国庫補助金により、病院、助産所
等の空きベッドの活用等により、短期入所による休養の機会の提供をす
るショートステイ型、個別・集団で支援を行える施設において、日中、
来所した利用者に対し実施するデイサービス型、実施担当者が利用者の
自宅に赴き実施するアウトリーチ型の事業を産後ケア事業として実施し
ている。

高知県においては、市町村が行う事業のうち、国費の補助対象外とな
る多様な母子保健事業に対して支援を行っている。

イ  予算

ウ  具体的事業内容

パンフレット作成等委託料

令和４年度から実施されたものである。産後ケア事業の制度周知を図
るパンフレット作成等業務であり、委託先は民間企業で、委託方法は随
意契約である。

母子保健支援事業費補助金

（単位：千円）

母体管理支援事業費 年度 年度 年度 年度

予算額計 補正後

（ のみ当初予算）

パンフレット作成等

委託料

母子保健支援事業費

補助金

決算額計 未確定
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産前産後の不安な妊産婦や育児不安を抱える保護者等の負担軽減を目
的とし、多様な母子保健サービスが展開できるように市町村の実施する
母子保健事業に対して支援を行うものである。補助先は市町村であり、
補助率は２分の１である。

育児等援助訪問 上限 千円

産前・産後、心身の不調や育児に困難さを抱えているとともに、家族
等からの支援を受けられない母親への家事・育児支援に対応する。

両親学級等支援事業 上限 千円

平日や昼間は仕事で集団指導等に参加できない父親を含めた家族に対
し、保健師や助産師等の専門職及び子育て経験者やシニア世代等の相談
しやすい「話し相手」等による相談支援及び産前・産後の健康管理や育
児への理解を深めてもらうための両親学級などを行う。

体制づくりのための人材育成事業 上限 千円

産前・産後支援体制づくり事業の実施に当たり、母子保健推進員、子
育て経験者等に対して産前・産後ケアに必要な知識を学ぶ研修等を行う
もの。

エ  監査の結果

 法令に則り適正に実施されているものといえる。
 母子保健支援事業は、令和１年度においては、９市町村が利用し
（決算額 千円 集団指導 市町村、個別訪問 市町村）、令和
年度においても 市町村が利用し（決算額 千円、集団指導 市
町村、個別訪問 市町村）、令和３年度においては、 市町村が利用し
ている（決算額 千円、集団指導６市町村、個別訪問７市町村、両
親学級４市町村）。各年度決算額は減少傾向にあるものの、利用する市
町村は増加している。また、市町村からの実績報告書を踏まえると、
母子とその家族が健やかに育児ができるよう創意工夫し、本事業によ
る補助金を用いていることも確認できた。
高知県においては市町村の取り組みを取りまとめ、未実施の市町村

を含めた他の自治体に共有化するなどし、本事業を有意義に展開する
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ことを期待したい。

 他方、現状、高知県内の市町村における産後ケアの利用者が少なく、
産後の心身の不調の緩和や育児負担の軽減につながっているとは言い
難い現状にある。
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令和１年度から令和 年度にかけて各市町村が実施する産後ケアの利
用者数は増加傾向にあるが、未だ少ない現状にある。また、通所型・宿
泊型のサービスを提供できる委託先が高知市内に集中しており、高知市
から距離がある市町村では通所・宿泊型サービスの提供が困難となって
いる。このような現状を踏まえ、高知県においては、前記市町村ヒアリ
ングなどを踏まえて、①産後ケア事業をイメージできる広報の展開、②
産後ケアの効果を実感してもらうための取組、③産後ケア事業拡大意向
の市町村への支援（委託先の開拓、実施に向けた調整支援）を行うもの
としている。この観点から、前述の課題等を踏まえた目標設定を行い、
ヒアリングなどから効果測定・効果分析も行われているものと評価でき
る。
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（３）周産期医療体制の確保・充実

ア 周産期医療体制整備事業（医師確保事業含む）

（ア）事業内容

「周産期」とは、妊娠 週から出生後７日未満までの期間を言い、
合併症妊娠や分娩時の新生児仮死など、母体・胎児や新生児の生命に関
わる事態が発生する可能性が高くなる期間を言い、周産期を含めた前後
の期間における医療は、突発的な緊急事態に備えて産科・小児科双方か
らの一貫した総合的な体制が必要であることから、「周産期医療」と表
現され、本県でも周産期医療体制整備事業を実施している。

（イ） 予算

（ウ）具体的事業内容

 周産期医療研修委託料

周産期医療施設等の医師、助産師、看護師等の資質の向上を図るとと

（単位：千円）
周産期医療体制整備事業 年度 年度 年度 年度

予算額計 補正後（ のみ当初予算）

周産期医療研修委託料

新生児集中治療室入院児支援事業
委託料
総合周産期母子医療センター運営
費補助金
地域周産期母子医療センター運営
費補助金

産科医等確保支援事業費補助金

新生児医療担当医確保事業費補助
金

事務費

決算額計 未確定
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もに、保健師など地域母子保健担当者との連携の強化を図ることを目的
とした研修を行う費用である。周産期医療対策事業等実施要綱に基づく
事業である。委託先は高知県・高知市病院企業団であり、委託方法は随
意契約である。年度末には、委託先よりどのような研修を実施したのか
について、受講者の氏名等が記載された事業実績報告書及び収支報告書
の提出を受けている。

 新生児集中治療室入院児支援事業委託料

（新生児集中治療室）や （回復期治療室）等に長期入院し
ている児について、その状態に応じた望ましい療養・療育環境への円滑
な移行を図るため、支援コーディネーターを配置し、同コーディネータ
ーにより在宅又は施設での療養に円滑に移行できるように退院調整をす
るとともに、退院後も継続した支援を提供できるよう、地域や関係機関
と連携を取っていく。周産期医療対策事業等実施要綱に基づくもので、
委託先は高知県・高知市病院企業団であり、契約方法は随意契約である。
医療提供体制推進事業費補助金に基づく国庫支出金が総予算の約４分の
１を占めている。なお、年度末には個別ケースごとにどのような支援を
コーディネートしたのかが記載された実績報告書及び収支報告書の提出
を受けている。

 総合周産期母子医療センター運営費補助金

総合的な周産期医療体制を整備し、安心して子どもを産み育てること
ができる環境づくりの推進を図るもので、総合周産期母子医療センター
の機能を有する施設を県が指定し、その事業の運営に対し補助する事業
である。周産期医療対策事業等実施要綱に基づく事業である。医療提供
体制推進事業費補助金に基づく国庫支出金が総予算の全額を占めている。
補助先は高知県・高知市病院企業団であり、補助率は国が 分の１、補
助基準額が 千円（ 千円×３床）。臨床心理技術者配置加算基
準額が 千円×配置月数 月。補助期間が平成 年度から。

 地域周産期母子医療センター運営費補助金

安心して子どもを生み育てることができる環境づくりの推進を図るも
ので、地域周産期母子医療センターの機能を有する施設を県が認定し、
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その事業の運営に対し補助をする事業である。周産期医療対策事業等実
施要綱に基づく事業である。補助先は国立大学法人高知大学であり、補
助率は国が 分の１、補助基準額は （新生児集中治療室）
千円（ 千円× 床）、 （回復期治療室） 千円（ 千
円× 床）。臨床心理技術者配置加算基準額が 千円×配置月数
月。補助期間が令和 年度から。

 産科医等確保支援事業費補助金

産科医等の処遇を改善し、その確保を図るため、分娩手当等を支給す
る分娩取扱施設に対して財政支援を行う事業である。補助先は分娩手当
を支給する分娩取扱施設であり、補助率は 分の２（国立大学法人、独立
行政法人は 分の１）。補助基準額は 千円（＠ 千円× 分娩
件数 ）。補助期間が平成 年度から。

 新生児医療担当医確保事業費補助金

（新生児集中治療室）を担当する小児科医の処遇を改善し、その
確保を図るため、出生後 （新生児集中治療室）へ入室する新生児を
担当する医師に新生児担当手当等を支給する医療機関に対して財政支援
を行う。補助先は新生児担当手当等を支給する （新生児集中治療室）
を併設する医療機関。補助率は 分の２（国立大学法人は 分の１）。補
助基準額は 千円（＠ 千円× 出生後 入室の新生児数 ）。
補助期間は平成 年度から。

エ 監査の結果

 補助金を支出している事業に関しては補助金交付要綱に基づき実施し、
交付要綱に基づく実績報告も受けており、適正に実施されている。委託
事業（周産期医療研修委託料、新生児集中治療室入院児支援事業委託料）
についても事業実績報告書及び収支報告書を受けており適正に実施され
ているものといえる。
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 周産期医療に関し、高知県が第 期高知県保健医療計画に定めた計画
及び進捗状況は以下の表とおりである。

第 期 高知県保健医療計画の進捗状況

計画策定時 年度 年度 年度（目標）

周産期死亡率（出産千
人当たり）

（ ）

全国平均 全国平均 全国平均
全国平均以下を維持

新生児死亡率（出生千
人当たり）

（ ）

全国平均 全国平均 全国平均
全国平均以下を維持

妊産婦死亡数
件 件 件

件

満床を理由とす
る県外緊急搬送件数 件 件 件 件

出生数に対する超低出
生体重児の占める割合

全国平均

（ ）

全国平均
全国水準を維持  

周産期死亡率、新生児死亡率、妊産婦死亡数、 満床を理由とす
る県外緊急搬送件数、出生数に対する超低出生体重児の占める割合は目
標に近似する数値まで達成しており、成果が出ている。安心・安全な周
産期医療体制の充実・実現には、医療機関の協力が不可欠であることを
踏まえれば、総合周産期母子医療センター運営費補助金等が役割を果た
しているものと評価できる。

また、前記計画の達成状況についても、担当課において、毎年度、
サイクルに則り、現状、課題、対策を検討し、目標達成に向けた

合理的な運営がなされているものといえる。高知県においても、高知県
周産期医療協議会において、医療機関と周産期医療の現状や課題を共有
化し、対応している。医療機関に委ねがちとなる医療の分野における
「周産期医療体制の充実」という政策を医療機関と連携し、対処してい
っていることは評価できる。
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イ 小児救急医療

（ア） 事業内容

小児医療を安心して受けられる環境は、子どもやその保護者にとって
重要である。もっとも、保護者の小児科専門志向や、核家族化及び少子
化による子どもの病気に対する家庭での対応力の低下、また、共働き夫
婦の割合が高いことから医療機関の診療時間外受診が多く、医療機関の
負担となっている。加えて、全国同様に高知県でも医師不足が深刻化し
ており、特に小児救急を担う医師不足が深刻になっている。この要因と
して、度重なる休日夜間の勤務など過酷な勤務環境が挙げられる。この
ことから、小児救急医療としては、医師の負担軽減に繋がる取り組みが
必要であり、 日、 時間、小児救急医療が受けられる治療体制（以
下で述べる 病院の輪番制体制）を維持することが本事業の目標である。

（イ） 予算
単位千円

小児医療費 年度 年度 年度 年度

予算額計 補正後（ のみ当初予算）

平日夜間小児急患センター等運営事業費
補助金

小児救急医療支援事業費補助金

輪番制小児救急勤務医支援事業費補助金

小児救急トリアージ担当看護師設置支援
事業費補助金

小児救急電話相談事業委託料

小児救急医療啓発事業講師会講師報酬費

小児救急医療啓発事業その他事務費 旅
費、需用費、役務費、使用料）

小児救急啓発事業講習会託児保険料

決算額計 未確定
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（ウ） 具体的事業内容

 平日夜間小児急患センター等運営事業費補助金

 平日夜間小児急患センター運営事業

平日夜間における小児救急患者の医療の確保のため、高知市が実施
する事業を補助する（補助先 高知市、補助率３分の１、補助基準額

千円、補助期間Ｈ ～）。

 平日夜間調剤施設運営事業

平日夜間小児急患センターを受診する小児救急患者に対する薬の調
剤のため、高知市が実施する事業を補助する（補助先 高知市、補助
率３分の１、補助基準額 千円、補助期間Ｈ ～）。

 小児救急医療支援事業費補助金

休日又は夜間における入院治療を必要とする小児重症救急患者の医療
確保のために、高知市が補助する事業に対して補助する（補助先 高知
市、補助率３分の２、輪番制事業においては、事業実施主体は小児科病
院群輪番制病院 補助基準額は日額 円×実施延日数 補助期間Ｈ
～。小児電話加算として、補助対象事業である小児救急電話相談事業

に対し、補助基準額は日額 円×実施延日数 補助期間 小児電話
加算Ｈ ～）。

 輪番制小児救急勤務医支援事業費補助金

小児科病院群輪番制病院が行う救急勤務医師に対する手当の支給を支
援する（補助先 小児科病院群輪番制病院、補助率 、補助基準額

千円、補助期間Ｈ １～）。

 小児救急トリアージ担当看護師設置支援事業費補助金

小児救急患者のトリアージを担当する看護師を設置する医療機関に対
して、看護師設置に必要な経費を補助する（補助先小児科病院群輪番制
病院、補助率２ ３、補助基準額 千円、補助期間Ｈ ～）。

 小児救急電話相談事業委託料
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夜間における小児患者の保護者などを対象とした小児救急電話相談へ
の対応を公益社団法人高知県看護協会に委託する（委託方法は随意契
約）。

 小児救急医療啓発事業

小児救急医療啓発事業として講習会を実施しており、同講習会の講師
報酬費（ 円× 回）、その他事務費（旅費、需用費、役務費、講
習会託児保険料）を支出している。なお、医療提供体制推進事業費補助
金により、半分近くの金額が国庫補助金による。

（エ） 監査の結果（意見あり）

 補助金を交付する事業等について補助金交付要綱に則り交付されて
おり、法令に基づき適正に実施されている。また、その他事業につい
ても問題は見受けられなかった。

 平日夜間小児急患センター等運営事業補助金、小児救急医療支援事
業費補助金は平日夜間や救急医療を支援する費用であり、県民が安心
して医療を受けられるために必要なことは明らかである。高知県にお
いても、対応した患者数についても、医療機関より報告を受け、適宜、
医療機関と協議検討しており、適正に実施している。

 小児科病院群輪番制病院が行う救急勤務医師に対する手当の支給は、
前述のとおり、小児救急医療が高知県において維持するために、医師
に対する手当として支給されるものである。そして、令和１年度にお
いては、中央保健医療圏の小児科病院群輪番制の救急勤務医を設置す
る医療機関、５病院に 千円の補助金を交付し、令和 年度におい
ては、５病院に 千円の補助金を交付している。令和１年度、令和
年度における勤務医師、輪番当直医師数は以下のとおりである。

年度 年度 年度

勤務医師 人 人 人

輪番当直医師数 人 人 人
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前ページの表のとおり、輪番当直医師数は維持することが出来てお
り、本事業の目標は達成しているものと評価できる。

 小児救急患者のトリアージを担当できる看護師を設置する医療機関
に対し、令和１年度においては 病院に合計 千円、令和 年度に
おいては、５病院に合計 千円の補助金を交付している。
なお、小児救急トリアージとは、多数来院する小児の救急患者の中

から、生命を脅かす病態にある患者を迅速に見分け、適切な治療場所
へ誘導することを言う。救急医療相談センター等に小児救急患者の受
け入れ要請の架電が入った際、看護師によるトリアージは不可欠であ
る。よって、小児救急患者の対応としての医療体制を構築・維持する
にあたってトリアージを担当できる看護師は不可欠であり、小児救急
トリアージ担当看護師設置支援事業として、５病院による輪番体制維
持に向け、看護師設置に対する必要な経費を支出する意義は大きいも
のと評価できる。

 （意見）小児救急電話相談事業である「こうちこども救急ダイヤル」
の相談件数の推移は以下のとおりである。

こうちこども救急ダイヤル 一日当りの平均相談件数

年度 年度 年度 年度

件 件 件 件

こうちこども救急ダイヤルについて小児保護者等への周知として、
高知県ホームページ、「小児救急対応ガイドブック」や市町村広報誌に
情報を記載し周知を図っているほか（令和 年度において、「小児救急
対応ガイドブック｣は、市町村 部、子育て支援センター 部、
病院、診療所等 部、保育園・幼稚園・託児所 部、合計

部を配布している）、相談件数が見込まれるゴールデンウィーク
や年末年始の直前時期に新聞広告を掲出するなどを行っており、かか
る活動自体は評価できる。
本事業については、その性質上、毎年度又は毎月当たりの相談件数

の設定が適さない分野といえる。もっとも、前記広報活動の結果、ど
の程度、県民に（特に子どもを養育する父母等）に認知されているの
か等は不明であり、アンケート等により定期的に確認し、県民の認識
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に沿った広報活動を実施すべきである（例えば、以下で述べる小児科
医師による保護者を対象とした講演時にアンケートを実施する等）。

 救急搬送患者や夜間の小児救急病院の受診者に軽症者が多いことか
ら、適正受診の啓発が必要として、新聞、テレビ等のメディアを通じ
た広報及び小児科医師による保護者等を対象とした講習会を実施して
いる。第 期高知県保健医療計画評価調書において下記の表のとおり、
平成 年度（令和５年度）において小児救急搬送の軽症者割合を ％
以下にすること、輪番病院深夜帯受診者（一日当たり）を６人以下と
するという目標を設定している。

第 期高知県保健医療計画の進捗状況

年度
（目標設定時）

年度 年度
年 年度
（目標）

小児救急搬送の
軽症者割合 ％ ％ ％ ％以下

輪番病院深夜帯
受診者（一日当
たり）

人 人 人 人以下

前記目標達成に向けた広報として、令和１年度においては、①小児
の急病時の対応などに関する について県内の保育園、幼稚園等へ
活用の依頼、②保育所等へ厚生労働省作成の救急の日ポスターを配布、
③急病対応あんしんカード等をイベント等で配布（合計約 枚）、
④「必携！お子さんの急病対応ガイドブック」を保育園、幼稚園、子
育て支援センター、市町村等で配布を実施し、令和 年度においては
①、②、④の広報を実施している。
また、小児の急病時の対応などについての小児科医師による保護者

を対象とした講演会については平成 年度から令和 年度まで以下の
とおり実施している（実施年度は不明）。安芸福祉保健所管内９回、中
央東福祉保健所管内 回、高知市内（医療政策課） 回、中央西福祉
保健所管内 回、須崎福祉保健所管内 回、幡多福祉保健所管内２
回。
上記広報活動の成果から、輪番病院深夜帯受診者（一日当たり）を
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６人以下とするという目標については令和１年度に達成し、令和 年
度については 人（ 人）にまで減少している。
また、小児救急搬送の軽症者割合については、 ％には至っていな

いが、令和１年度が 、令和 年度が と減少傾向にある。
このように、広報活動の成果は出ており、今後も、講演活動等の広

報を実施していくという計画は賛同できる。

ウ 助産師活用推進事業

ア  事業内容

医療機関で勤務する助産師が、周産期母子医療センターなどのリスクの
高い分娩を扱う施設と正常分娩を多く扱う施設との間で交流することによ
り、助産実践能力を強化することを目的とし、双方のマッチングを図るも
のである。

イ  予算
（単位：千円）

助産師活用推進事業 年度 年度 年度 年度
予算額計 補正後（ のみ当初
予算）

助産師出向支援事業
（報償費）
助産師出向支援事業
（事務費）

決算額計 未確定

なお、医療提供体制推進事業費補助金により、国庫支出金が大半を占め
ている（令和 年度予算の内、国庫支出金が 千円、一般財源が 千
円である）。

ウ  具体的事業内容

高知県助産師出向支援協議会等の運営会議に対する参加する謝金（一
人１回につき 千円）及び出向元・出向先との調整、出向後の助産師の
活動を支援するコーディネーター謝金（一人１回につき 千円）からな
る報償費及び同事業を行うにあたっての事務費が計上されている。
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エ  監査の結果

 本事業は、平成 年度より厚生労働省が実施する「助産師出向支援
導入事業」に基づく事業であり、法令に則り実施されている。

 これまでの実績は以下のとおりである。

平成 年度 １名出向 ４カ月 日間（ 名の介助）

令和１年度 ３名出向 人目 １カ月 ４件の介助

人目 ２カ月 ８件の介助

人目 ３カ月 名の介助

令和２年度 １名出向 件の介助

令和３年度 １名出向予定であったが、新型コロナウイルス感染症
の影響と出向元のスケジュールの都合によりキャンセ
ル

助産師出向支援事業の意義は、①正常分娩の介助経験を積み重ねるのが
困難な要因として、助産師が充足している病院では、若手助産師の分娩介
助の教育的機会が助産学生の実習受入れにより減少する場合があり、その
機会を確保する必要があったこと、②実習施設の確保のため、県内診療所
においても、病院と同様の助産・母性看護学実習が受けられる体制の構築
が必要であったこと、③助産実践能力の評価認証制度である の
認証等、助産師のキャリア形成に必要な分娩介助数が経験可能となる環境
整備を推進することにあり、前述のとおり出向により正常分娩の介助経験
を積み重ねることができており、介助能力の向上に資しているといえる。

本事業においては、出向元・出向先の医療機関等の意向が大きく左右さ
れる。高知県においても、毎年度、出向元・出向先等の医療機関に確認し、
予算計上をしており、本事業の特殊性を踏まえた合理的な事業運営をして
いるものと評価できる。なお、本事業は、令和 年度から助産師の教育体
制、質向上に関しては、周産期医療協議会等で検討できる仕組みがあるこ
とから、本事業は令和５年度に廃止される予定になっている。もっとも、
子どもが安全に生まれるためには助産師の存在意義は大きい。担当課にお
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けるヒアリングにおいても、助産師の高知県内における偏在を確認できた。
かかる観点から、助産師の県内における充足等の課題等に対応をしていく
必要がある。
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３ 安心して子育てできる環境づくり、子育て家庭のリスクに応じた適切な支援

（１） 子ども・子育て支援事業

ア 事業の目的、内容

（ア） 「子ども・子育て支援新制度」は、我が国の子ども達や子育てをめ
ぐる様々な課題を解決するために平成 年８月に成立した子ども・子育て
支援法など子ども・子育て関連３法に基づき、幼児期の学校教育や保育、
地域の子育て支援などの量的拡充・質の向上を計画的に進めていく制度で
あり、平成 年４月より本格的に始まった。この制度への移行によって、
保育所待機児童の解消に向けた取組や認定こども園制度の改善、地域の子
育て支援の充実などを図っている。具体的な事業は市町村が実施主体とな
り、幼児期の学校教育・保育・子育て支援の提供について計画を策定し、
給付事業を実施している。

（イ） 教育・保育事業の給付の概要と仕組み

新制度では、「施設型給付」及び「地域型保育給付」が創設され、この２
つの給付制度に基づいて、各制度間で異なっていた認定こども園、幼稚
園、保育所及び小規模保育事業等に対する財政支援の仕組みが共通化さ
れた。概要は以下のとおりである。
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ｂ 施設型給付等の支援を受ける子どもの認定区分

「認定こども園」「幼稚園」「保育所」「小規模保育等」の教育・保育を
利用する子どもについては、以下の３つの認定区分が設けられ、この区分
に基づいて施設型給付等（※施設・事業者が代理受領）が行われる。 

 

（ウ） 子育てのための施設等利用給付の概要

令和元年 月から、幼児教育・保育の無償化に伴い「子育てのための
施設等利用給付」が創設され、子どものための教育・保育給付の対象外
である幼稚園や認可外保育施設等であって市町村の確認を受けた施設を
対象に、要件を満たした子どもが利用した際に費用が支給され、子育て
家庭の経済的負担の軽減が図られている。 
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（エ） 子育てのための施設等利用給付の支援を受ける子どもの認定区分

「幼稚園（国立及び私学助成を受けている園）」「幼稚園の預かり保育」
「認可外保育施設」等を利用している場合、施設等利用給付の対象とな
るため、以下の３つの認定区分が設けられている。

 

（オ） 地域子ども・子育て支援事業

各市町村が地域の実情に応じて実施する次の事業についても新制度に
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位置付けられ、市町村が主体となり、地域のニーズに応じた妊娠期から
の子育て支援の確保に向けて、計画的な取組が進められている。各事業
の概要は以下のとおりである。

利用者支援事業

子ども又はその保護者等の身近な場所で、教育・保育・保健その
他の子育て支援の情報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うととも
に、関係機関との連絡調整等を実施する事業である。

この事業は、①基本型、②特定型、③母子保健型のいずれかの類
型を選択して実施される。

①基本型とは、子ども及びその保護者等が、教育・保育施設や地域
の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、身近な場所におい
て、当事者目線の寄り添い型の支援を実施する形態である。県内
３市で実施されている。

②特定型とは、待機児童の解消等を図るため、行政が地域連携の機
能を果たすことを前提に、主として保育に関する施設や事業を円
滑に利用できるよう支援を実施する形態である。県内１市で実施
されている。

③母子保健型は、妊娠期から子育て期にわたるまでの母子保健や育
児に関する様々な悩み等に円滑に対応するため、保健師等が専門
的な見地から相談支援等を実施する形態である。県内全ての市町
村 ヵ所で実施されている。

地域子育て支援拠点事業

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てにつ
いての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う事業である。具体的
な内容としては、①子育て親子の交流の場の提供と交流促進、②子育て
等に関する相談、援助の実施、③地域の子育て関連情報の提供、④子育
て及び子育て支援に関する講習等の実施（月１回以上）がある。

令和４年 月末時点での設置状況は、 市町村１広域連合 ヵ所
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（うち休止中２ヵ所）である。同拠点が設置されていない４町村におい
ては、子育て中の親子が身近に集うことのできる場として、あったかふ
れあいセンターなどでの子育て支援の取組が行われている。

妊婦健康診査

母体や胎児の健康確保を図るため、妊婦に対して、 妊娠週数に応じ
た問診、診察等による健康状態の把握、 検査計測、 保健指導を実施
するとともに、妊娠期間を通して適時に必要に応じた医学的検査を実施
する事業である。母子健康手帳交付の際にあわせて交付される妊婦健康
診査の受診券（公費負担 回分）により、「標準的な妊婦健診のスケジ
ュール」に示される妊娠初期～ 週、 週～ 週、 週～出産までと
いう期間ごとの望ましい時期に医学的な検査等が行われる。

乳児家庭全戸訪問事業

生後４ヵ月までの乳児のいる全ての家庭を訪問することにより、子育
てに関する情報の提供並びに乳児及びその保護者の心身の状況及び養育
環境の把握を行うほか、養育について相談に応じ、助言その他の援助を
行う事業である。
具体的な支援内容としては、①育児に関する不安や悩みの傾聴、相談、

②子育て支援に関する情報提供、③乳児及びその保護者の心身の様子及
び養育環境の把握、④支援が必要な家庭に対する提供サービスの検討、
関係機関との連絡調整がある。
同事業は、現在、独自で取り組んでいる市町村も含め県内全ての市町
村において実施されている。

養育支援訪問事業、子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業

養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関す
る指導・助言等を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保
する事業である。具体的には、家庭を訪問した上で、①妊娠期から継続
的な支援を特に必要とする家庭等に対する安定した妊娠・出産・育児を
迎えるための相談・支援、②出産後間もない時期（概ね１年程度）の養
育者に対する育児不安の解消や養育技術の提供等のための相談・支援、
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③不適切な養育状態にある家庭など、虐待のおそれやそのリスクを抱え
る家庭に対する養育環境の維持・改善や児童の発達保障等のための相
談・支援、④児童養護施設等の退所又は里親委託の終了により児童が復
帰した後の家庭に対して家庭復帰が適切に行われるための相談・支援を
行う。

同事業は、現在、独自で取り組んでいる市町村も含め県内全ての市
町村において実施されている。

子育て短期支援事業

保護者の疾病等の理由により、家庭において児童を養育することが一時
的に困難になった場合に児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行う事
業である。
具体的には、①保護者が疾病、疲労その他の身体上若しくは精神上又は

環境上の理由により、家庭において児童を養育することが一時的に困難と
なった場合などに、児童養護施設など保護を適切に行うことができる施設
において、原則７日以内で児童の養育・保護を行うという短期入所生活援
助（ショートステイ事業）と、②保護者が仕事その他の理由により、平日
の夜間又は休日に不在となり家庭において児童を養育することが困難とな
った場合や、その他の緊急の場合に、児童養護施設など保護を適切に行う
ことができる施設において児童を預かるという夜間養護等（トワイライト
ステイ）事業がある。
令和３年度末時点で、県内の 市町村がショートステイ事業を実施し

ている（但し、令和３年度に実施実績があるのは４市町のみ。）。トワイラ
イトステイ事業について実施があるのは高知市のみである。

ファミリー・サポート・センター事業

乳幼児や小学生等の児童の子育て中の保護者等を会員として、児童の預
かりなどの援助を受けることを希望する方と、当該援助を行うことを希望
する方との相互援助活動に関して、連絡・調整を行う事業である。
もっとも、ファミリー・サポート・センターの認知度はいまだ低く、ま

た、提供会員側の預かりに対する不安感が先行しているという面も見受け
られるところである。そのため、ＰＲ活動を通じて一層周知していくとと
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もに、登録会員向けの講習会によって援助技術の向上を図ることが必要で
ある。

令和４年 月末時点で、県内 ヵ所で実施されている。

一時預かり事業

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児につ
いて、主として昼間において、認定こども園、幼稚園、保育所、地域子
育て支援拠点やその他の場所で一時的に預かり、必要な保護を行う事業
である。第２種社会福祉事業として位置付けられ、以下の４つの事業類
型がある。
①一般型：保育所や地域子育て支援拠点などにおいて、乳幼児を預かる

事業
②余裕活用型：保育所や認定こども園等で利用定員に達していない場合

に、乳幼児を定員で受け入れる事業

③幼稚園型：幼稚園又は認定こども園において、１号認定の在籍園児の
教育標準時間以上の利用の実施（園児以外の子どもの一時
預かりも併せて実施可能）

④訪問型：児童の居宅において実施（障害、疾病等の程度を勘案して集
団保育が著しく困難であると認められる場合等、一定の要件
に該当する者）

令和４年 月末時点で 市町村 ヵ所で一時預かりが実施され
ている。市町村のニーズ調査結果からは、子どもを一時的に預けた経
験について「利用していない」との回答が約９割と多いものの、利用
していない理由として「利用手続がわからない」との意見が約２割あ
ることから、市町村には丁寧な周知が求められている。

延長保育事業

保育の必要性の認定を受けた子どもについて、やむを得ない理由に
より通常の利用日及び利用時間帯以外において、認定こども園や保育所
等で保育を実施する事業である。次の２つの事業類型がある。
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①一般型：保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日や利用時間
以外の日及び時間において、保育所等で引き続き保育を実施

②訪問型：居宅訪問型保育事業を利用する児童で利用時間を超える時間
や保育所等における延長保育の利用児童数が１名となった場
合に、児童の居宅に訪問して事業を実施

令和４年４月時点で、県内 市町村 ヵ所の保育所等で 時間
を超える乳幼児の受け入れが実施されている。同 ヵ所のうち、閉所
時間が 時以降は ヵ所となっている。

保育の必要な乳幼児に対する保育所等の利用時間については、「保育
標準時間（ 時間）」、「保育短時間（８時間）｣の２通りの支給認定が
行われており、いずれの場合も認定を受けた時間を超えて利用する場
合には延長保育事業の対象となる。

病児保育事業

保育を必要としている乳児・幼児又は保護者の労働若しくは疾病そ
の他の事由により家庭において保育を受けることが困難となった小学校
に就学している児童であって、疾病にかかっているもの又は、病気の回
復期ではあるものの集団保育が困難と認められるものを、病院や保育所
等に付設された専門スペースにおいて、看護師等が一時的に保育を実施
する事業である。以下の３類型による事業実施が可能である。

①病児・病後児対応型：病院・保育所に付設された専用スペース等に
おいて、看護師等が一時的に保育を実施

②体調不良児対応型：児童が保育中に微熱を出すなど体調不良となっ
た場合において、安心かつ安全な体制を確保す
ることで、保育所における緊急的な対応などを
図る

③非施設型（訪問型）：地域の病児・病後児について、看護師等が保護
者の自宅を訪問し、一時的に保育を実施

令和４年 月末時点で、①病児・病後児対応型は９市町村 ヵ所
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で、②体調不良児対応型は６市町 ヵ所で、③非施設型（訪問型）は
実施されていない。

保護者のニーズが高い事業ではあるが、小児科医の不足などにより
実施個所数が広がりにくい現状がある。また、感染症等の流行時期と
利用者数が密接に関連するため、時期によって利用者が大きく増減し
安定的な経営が難しいという側面がある。

放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業）

労働等により昼間保護者が家庭にいない小学生児童を対象として、
放課後や長期休業時などに、小学校の余裕教室等を利用して発達段階に
応じた適切な遊びや生活の場を提供し、その健全な育成を図る事業であ
る。平成 年９月 日に策定された「新・放課後子ども総合プラン」
を受け、一体型を中心とした放課後健全育成事業及び放課後子ども教室
の計画的な整備が進められている。

令和４年４月時点で、放課後児童クラブは、高知市で ヵ所、高知
市以外の市町村１学校組合で ヵ所と、計 ヵ所で実施されている。
小学校における放課後児童クラブ又は放課後子ども教室の実施校率は

％である。

実費徴収に係る補足給付を行う事業

低所得で生計が困難である者等の子どもが、特定教育・保育等又は特定
子ども・子育て支援を受けた場合において、保護者が支払うべき実費徴収
に係る費用等の一部を助成する事業である。
具体的には、①生活保護世帯に対して「日用品・文房具等に要する費用」

が、②新制度に移行していない幼稚園の低所得世帯（第１～第３階層）及
び第３子以降に対して「副食材料費に要する費用」が助成される。
令和元年 月に幼児教育・保育の無償化が開始したことにより、施設

等利用給付認定保護者に対する副食材料費に要する費用の補助へと一部対
象者の変更があったため、令和３年末時点では３市町にて実施されている。
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多様な事業者の参入促進・能力活用事業

地域の教育・保育需要に沿った教育・保育施設、地域子ども・子育て
支援事業の量的拡大を進める上で、多様な事業者の新規参入を支援する
ほか、私立認定こども園における特別な支援が必要な子どもの受入れ体
制を構築する事業である。
具体的には、①市町村が新規参入事業者に対して、保育士 など事業

経験のある者を活用した巡回支援等を行ったり、②健康面や発達面におい
て特別な支援が必要な子どもを受け入れる私立認定こども園の設置者に対
して、職員の加配に必要な費用の一部を補助したりする。
令和３年度末時点では２市にて実施されている。

イ 予算、目標等
（ア） 予算

令和４年度の事業全体予算額
億 万 円

【過去３年度との対比】
・令和３年度予算： 億 万 円
（※同決算額は 億 万 円）
・令和２年度予算： 億 万 円
（※同決算額は 億 万 円）
・令和 年度予算： 億 万 円
（※同決算額は 億 万 円）
個別の事業毎の予算内訳

子どものための教育・保育給付費負担金（ 億 万円）
（ 令和３年度予算： 億 万 円）

施設型給付費等負担金（ 億 万 円）
（ 令和３年度予算： 億 万 円）

子ども・子育て支援法第 条第 項の規定により、特定教育・保育
施設 国及び市町村が設置するものを除く に係る施設型給付費及び特
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例施設型給付費の支給に要する費用のおおむね を負担する（負担
先は市町村で、私立保育所、私立幼稚園、私立認定こども園分。公立
分は一般財源化。）。
・根拠法令：子ども・子育て支援法第 条第１項
・予定対象経費：公定価格－国基準の利用者負担額
・予定徴収金：国基準の利用者負担額 私立保育所のみ
・負担対象額：対象経費総額－徴収金
・負担割合： 歳以上⇒国 、県 、市町村

満 歳未満⇒国 、県 、
市町村

ⅱ 地域型保育給付費等負担金（ 億 万 円）
（ 令和３年度予算： 億 万 円）

ⅰ 地域型保育給付費等負担金（ 億 万円）
（ 令和３年度予算： 億 万 円）

子ども・子育て支援法第 条第 項の規定により、地域型保育給
付費及び特例地域型保育給付費の支給に要する費用のおおむね
を負担する（負担先は市町村で、小規模保育事業・事業所内保育事
業等分）。
・根拠法令：子ども・子育て支援法第 条第１項
・予定対象経費：公定価格－国基準の利用者負担額＝負担対象額
・負担割合：３歳以上⇒国 、県 、市町村

満３歳未満⇒国 、県 、
市町村

ⅱ 特例地域型保育給付費負担金 特例保育 （ 万 円）
（ 令和３年度予算： 万 円）

へき地保育事業であり、子ども・子育て支援法第 条第 項の規
定により、特例地域型保育給付費の支給に要する費用のおおむね

を負担する（負担先は市町村で、へき地保育所分）。
・根拠法令：子ども・子育て支援法第 条第１項
・予定対象経費：公定価格－国基準の利用者負担額＝負担対象額
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・負担割合：３歳以上⇒国 、県 、市町村
満 歳未満⇒国 、県 、

市町村
施設型給付費等補助金（ 億 万 円）

（ 令和３年度予算： 億 万 円）
子ども・子育て支援新制度へ移行する私立幼稚園及び私立認定こども

園等の 号認定の子どもについての地方単独費用部分について補助する。
・根拠法令：子ども・子育て支援法附則第９条第４項
・補助先：市町村
・補助率：県 、市町村
・補助対象経費：１号認定子どもに係る施設型給付費等のうち地方単

独費用部分
公定価格の
公定価格× 円

× ≒ 千円
⇒ ●私立幼稚園 千円

●私立認定こども園 千円
●私立保育所 特別利用保育 ０千円

※上記３つの合計額は 千円となり、予算額 千円と
は差額が生じるが、これは予算額が市町村への補助について千
円未満を切り捨てとしているために生じる数字上の誤差である。

地域子ども・子育て支援事業費補助金（ 億 万円）
（ 令和３年度予算： 億 万 円）

病児保育事業（ 億 万 円）
（ 令和３年度予算： 億 万 円）

・根拠法令：子ども子育て支援法
・補助先：市町村
・補助対象事業：病児保育事業の実施に要する経費
・補助率： 国 、県 、市町村
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・補助基準額
ⅰ 病児対応型 利用児童数による比例計算

基本年額 千円 か所 うち改善年額 千円 か所
加算額 ～ 千円 か所

ⅱ 病後児対応型 利用児童数による比例計算
基本年額 千円 か所 うち年額 千円 か所
加算額 ～ 千円 か所

ⅲ 体調不良児対応型
年額 千円 か所

ⅳ 非施設型 訪問型
基本年額 千円 か所

ⅴ 普及定着促進費 病児対応型・病後児対応型
改修費 千円 か所
礼金及び賃借料 千円 か所
事業開始の前年度又は事業開始年度１回限り

ⅱ 延長保育事業（ 万円）
（ 令和３年度予算： 万 円）

・根拠法令：子ども子育て支援法
・補助先：市町村
・補助対象事業：延長保育事業の実施に要する経費
・補助率： 国 、県 、市町村
・補助基準額
標準時間認定年額 ～ 千円 か所
短時間認定年額 ～ 千円 人

ⅲ 一時預かり事業（ 万 円）
（令和３年度予算： 万 円）

・根拠法令：子ども子育て支援法
・補助先：市町村
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・補助対象事業：一時預かり事業の実施に要する経費
・補助率： 国 、県 、市町村
・補助基準額：利用児童数による
ⅰ 一般型

か所あたり 千円 か所
千円 か所
千円 か所

ⅱ 余裕活用型（日額
円 人日

ⅲ 幼稚園型（日額
円 人日 人
円 人日 人

長時間 円 人日 人
円 人日 人
円 人日 人
円 人日 人
円 人日 人

ⅳ 開設準備経費
改修費等 か所あたり 円

ⅳ 実費徴収に係る補足給付を行う事業（ 万 円）
（ 令和３年度予算： 万 円）

・根拠法令：子ども子育て支援法
・補助先：市町村
・補助率： 国 、県 、市町村
・補助基準額：給食費 円 月、教材費・行事費等 円 月

ⅴ 多様な事業者の参入促進・能力活用事業 認定こども園特別支援
教育・保育経費 （ 万 円）

（ 令和 年度予算： 万 円）
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・根拠法令：子ども子育て支援法
・補助先：市町村
・補助率： 国 、県 、市町村
・補助基準額：対象児 名当たり 円 月

ⅵ 子どものための教育・保育給付費過年度精算負担金（ 万円）
（ 令和３年度予算： 万 円）

・根拠法令：子ども・子育て支援法第 条第１項
・負担先：市町村（私立保育所・私立幼稚園・私立認定こども園、

小規模保育事業等分）
・負担割合： 歳以上国 、県 、市町村

満３歳未満国 、県・市町村

ⅶ 子育て支援施設等利用給付費負担金（ 万 円）

（ 令和３年度予算： 万 円）
子ども・子育て支援法第 条第２項の規定により、特定子ども・子

育て支援施設等 認定こども園、幼稚園、特別支援学校にあっては、
国及び市町村が設置するものを除く。 に係る施設等利用費の支給に
要する費用の を負担する。
・根拠法令：子ども・子育て支援法第 条第２項
・負担先：市町村（認定こども園、幼稚園、特別支援学校、認可外

保育施設、預かり保育事業、一時預かり事業、病児保育
事業、子育て援助活動支援事業分）

・予定対象経費：保護者の支払った利用料
上限月額
●認定こども園、幼稚園： 円
●預かり保育事業： 円

歳児未満にあっては 円
●認可外保育施設等： 円

歳児未満にあっては 円
・負担対象額＝予定対象経費
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・負担割合：国 、県 、市町村

ⅷ 子育て支援施設等利用給付費過年度精算負担金（ 万 円）

（ 令和３年度予算： 万 円）
・根拠法令：子ども・子育て支援法第 条第２項

・負担先：市町村（認定こども園、幼稚園、特別支援学校、認可外保
育施設、預かり保育事業、一時預かり事業、病児保育事業、
子育て援助活動支援事業分）

・負担割合：国 、県 、市町村

ⅸ 事務費（ 万円）

（ 令和３年度予算： 万 円）
幼児教育・保育の無償化に伴う事務費

・根拠法令：安心こども基金条例
【細目】
ⅰ 健康診断委託料（ 万円）
ⅱ 事務費（ 万円）
●会計年度任用職員報酬（ 月→ 月）

円× 人× 月
●会計年度任用職員職員手当等
●会計年度任用職員共済費
●会計年度任用職員通勤手当相当 旅費
ⅲ その他事務費（ 円）

令和 年度から令和４年度までの予算並びに令和 年度から令和３年度
までの決算額について一覧化すると次頁のとおりとなる。
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（イ） 目標等

病児保育事業について

令和３年度時点で 市町村 ヵ所での実施となっている。平成 年
４月時点では９市町村 ヵ所での実施であったため、拡大傾向にあると
いえる。令和 年度時点で掲げられていた令和 年度到達目標は達成され
ている。

県の取組としては、①補助金による財政的支援及び②事業実施に必要な

子ども・子育て支援事業
R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

全体事業費（予算額計/決定額）

子どものための教育・保育給付費負担金
（施設型給付費等負担金）
子どものための教育・保育給付費負担金
（地域型保育給付費等負担金）

施設型給付費等補助金

地域子ども・子育て支援事業費補助金
（病児保育事業）
地域子ども・子育て支援事業費補助金
（延長保育事業）
地域子ども・子育て支援事業費補助金
（一時預かり事業）
地域子ども・子育て支援事業費補助金
（実費徴収に係る補足給付を行う事業）
地域子ども・子育て支援事業費補助金
（多様な事業者の参入促進・能力活用事
業）
子どものための教育・保育給付費過年度精
算負担金

子育て支援施設等利用給付費負担金

子育て支援施設等利用給付費過年度精算負
担金

― ―

子ども・子育て支援事業費補助金 ― ―

事務費

事業費（決算額計）

（単位：千円）
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人材の育成が行われてきた。後者については、子育て支援員研修や家庭的
保育者認定研修などが実施されている。保護者のニーズに応じたサービス
を提供する施設が増加しており、目標達成に向けて順調に推移している。

延長保育事業について

令和３年度時点で 市町村 ヵ所での実施となっている。平成 年
４月時点では 市町村 ヵ所での実施であったため、漸増している。
令和 年度時点で掲げられていた令和３年度到達目標は達成されている。

県の取組としては、①補助金による財政的支援及び②事業実施に必要な
人材の育成であり、この点は病児保育事業におけるものと異なるところは
ない。

令和４年度到達目標である 市町村 ヵ所も達成されている。

一時預かり事業について

令和３年度時点で 市町村 ヵ所での実施となっている。平成
年４月時点では 市町村 ヵ所での実施であったため、拡大傾向にあ
るといえる。令和 年度時点で掲げられていた令和３年度到達目標は達
成されている。

県の取組については、前二者と異なるところはない。

令和４年度到達目標は 市町村 ヵ所であり、実施市町村数の達成
は目前である。

ウ 監査の結果（意見あり）

（ア） 事業実施状況について問題点は見受けられない。

（イ） 最も事業費が大きい施設型給付費等負担金について、過去６年度の推
移は次のとおりとなる。
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毎年、人事院勧告により公定価格が増額しており、それに伴い対象経費
も増額している。他方で、ひとり親世帯等の低所得世帯に対する段階的無
償化の影響もあり、利用者負担額は減額傾向にある。利用者負担額につい
ては、多子減額制度（第２子半額、第３子無料）もあり、県民が利用しや

○施設型給付費等負担金の推移（過去６年度）

対象経費 利用者負担額 差引負担基本額 要国費負担額 要県費負担額

① ② （①－②）③ ③×1/2 ③×1/4

当初 202 168,719 11,564,965,457 3,331,210,064 8,233,755,393 4,116,877,696 2,058,438,848

実績 169,311 12,241,285,993 3,020,193,200 9,221,092,793 4,610,546,396 2,305,273,198

差引き
（実績－当初）

592 676,320,536 ▲ 311,016,864 987,337,400 493,668,700 246,834,350

対象経費 利用者負担額 差引負担基本額 要国費負担額 要県費負担額

① ② （①－②）③ ③×1/2 ③×1/4

当初 241 170,324 11,800,693,295 3,320,913,969 8,479,779,326 4,239,889,663 2,119,944,831

実績 171,702 12,862,107,935 3,053,559,325 9,808,548,610 4,904,274,305 2,452,137,152

差引き
（実績－当初）

1,378 1,061,414,640 ▲ 267,354,644 1,328,769,284 664,384,642 332,192,321

対象経費 利用者負担額 差引負担基本額 要国費負担額 要県費負担額

① ② （①－②）③
③×1/2

③×0.52875/100
③×1/4

③×0.235625

当初 221 171,282 12,897,063,266 3,076,924,196 9,820,139,070 4,910,069,535 2,455,034,767

実績 171,111 13,080,351,575 3,096,689,645 9,983,661,930 5,189,788,820 2,396,936,555

差引き
（実績－当初）

▲ 171 183,288,309 19,765,449 163,522,860 279,719,285 ▲ 58,098,212

対象経費 利用者負担額 差引負担基本額 要国費負担額 要県費負担額

① ② （①－②）③
③×1/2

③×0.552
③×1/4

③×0.224

当初※ 224 175,195 13,517,353,681 2,185,409,705 11,331,943,976 5,861,469,968 2,930,734,977

当初（本来額） 2,735,236,985

実績 167,803 13,459,460,836 2,215,771,430 11,243,689,406 5,976,765,036 2,633,462,185

差引き
（実績－当初）

▲ 7,392 ▲ 57,892,845 30,361,725 ▲ 88,254,570 115,295,068 ▲ 101,774,800

※当初予算編成時に、要県費負担額の算定（割合）が誤っていた。

対象経費 利用者負担額 差引負担基本額 要国費負担額 要県費負担額

① ② （①－②）③
③×1/2

③×0.56835
③×1/4

③×0.215825

当初 222 170,832 13,764,468,059 1,283,459,885 12,481,008,174 6,596,438,936 2,942,284,599

実績 165,741 13,777,740,223 1,257,356,790 12,520,383,433 6,724,252,474 2,898,065,470

差引き
（実績－当初）

▲ 5,091 13,272,164 ▲ 26,103,095 39,375,259 127,813,538 ▲ 44,219,129

対象経費 利用者負担額 差引負担基本額 要国費負担額 要県費負担額

① ② （①－②）③
③×1/2

③×0.5772/100
③×1/4

③×0.2114

当初 214 174,825 14,381,499,156 1,312,668,460 13,068,830,696 7,010,876,207 3,028,977,223

実績

差引き
（実績－当初）

R3年度
※精査中

ヵ所数
年間延べ人
数（人・月）

R1年度
ヵ所数

年間延べ人
数（人・月）

R2年度 ヵ所数
年間延べ人
数（人・月）

H29年度 ヵ所数
年間延べ人
数（人・月）

H30年度 ヵ所数
年間延べ人
数（人・月）

H28年度 ヵ所数
年間延べ人
数（人・月）
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すい制度設計となっている。施設型給付の重要性に鑑みれば、経費の削減
を目指すべき事業分野とは思われない。むしろ、多子減額制度については、
第２子以降の保育料を完全無料化している他の市町村（たとえば、兵庫県
明石市）もあるところであり、第２子半額を第２子以降完全無償化する方
向性へ進むことが望ましい。

（ウ） （意見）病児保育事業、延長保育事業、一時預かり事業などでは、
としてこれら事業の「実施箇所数」という指標が用いられている。

確かに、実施箇所数が多いことは県民の側からすればこれら事業へのア
クセス可能性を高めるものであるため、有用な指標といえる。

しかし、他方で、実施箇所数のみ拡大したものの県民の利用数が伸びな
いなどの事態が生じないよう、県民の利用実態の側面に着目した目標管
理・効果測定も行われてよいのではないかと思われる。
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（２） 地域子育て支援推進事業

ア 事業の目的、内容

（ア） 妊娠・出産・子育てのための環境整備や子育ての負担軽減など、地
域における妊娠期から子育て期までの切れ目のない総合的な支援を実施す
る。

（イ） 具体的な事業内容は以下のとおりである。

パパ・ママの妊娠・出産・子育て応援サイトである「こうちプレマ 」
の保守等

子育て支援ポータルサイト保守委託

・委託内容：こうちプレマ の保守

・委託先： 株 シティネット

・契約方法：随意契約（プレマ の保守・運営には、同事業者が
有する独自プログラムが必要であり、同プログラムの著
作権の関係により随意契約となっている。）

子育て支援ポータルサイト改修等委託

・委託内容：こうちプレマ の改修及びチラシ・ポスターの印刷発
送

・委託先：改修⇒（株）シティネット

印刷発送⇒川北印刷（株）

・契約方法：プロポーザル、随意契約

・財 源：地域少子化対策重点推進交付金

子育て支援ポータルサイト相談等委託

・委託内容：こうちプレマ 「プレママ相談」でのメール、電話
相談への対応及びコンテンツの修正

・委託先： 一社 高知県助産師会
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・契約方法：随意契約

・財 源：母子保健医療対策等総合支援事業費補助金、地域少子
化対策重点推進交付金

ｂ 子育て支援員の能力向上に資する研修等の実施

子育て支援員研修

・委託内容：子育て支援員専門研修 地域子育て支援拠点事業、利用
者支援事業、ファミリー・サポート・センター事業 、
地域子育て支援センター施設長研修及び地域子育て支援
センター職員へのフォローアップ研修

・委託先： 福 高知県社会福祉協議会

・委託方法：随意契約

子育て支援員フォローアップ研修

・委託内容：利用者支援事業の専任職員等を対象とした子育て支援
員フォローアップ研修の実施

・委託先： 法人子育てひろば全国連絡協議会

・委託方法：随意契約

・財 源：子ども・子育て支援体制整備総合推進事業費補助金

ｃ 地域で気軽に不安や悩みを相談できる支援者の育成や交流の場づくり
など、子育て支援サービスの充実を図るための子育て講座等の実施

・委託内容：子育てサークル等の地域資源を活用し、地域で気軽に不安
や悩みを相談できる支援者の育成や交流の場づくりなど、子
育て支援サービスの充実を図るための子育て講座等の実施を
図るための子育て講座等の実施

・委託方法：随意契約

・財 源：地域少子化対策重点推進交付金
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ｄ パパが子育てをするときに参考になるような内容を掲載した啓発冊子
である父子手帳の作成等

・委託内容：高知県版父子手帳の増刷及び発送

・委託先：（株）高知新聞総合印刷

・委託方法：随意契約

・財源：地域少子化対策重点推進交付金

本県における子育て支援事業（子育て世代包括支援センター、地域子育
て支援センター、ファミリー・サポート・センター等）を紹介する動画
を作成し、シネコン 、 、デジタルサイネージ等を利用した広報活
動

・委託内容：子育て支援事業 子育て世代包括支援センター、地域子育て
支援センター、ファミリー・サポート・センター等 を紹介
する動画を作成し、シネコン や 、デジタルサイネー
ジ等による広報により、広く県民に周知する。

・委託先：（株）高知広告センター

・委託方法：プロポーザル

・財 源：地域少子化対策重点推進交付金

－１ 地域子ども・子育て支援事業費補助金の支出

子ども・子育て支援法に規定する以下の地域子ども・子育て支援事業に
対して補助を行う（補助先は市町村）。

①地域子育て支援拠点事業

②利用者支援事業

③子育て短期支援事業

④乳児家庭全戸訪問事業

⑤養育支援訪問事業
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⑥子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業

⑦特例措置分（新型コロナウイルスの感染拡大防止に配慮した相談支援
体制強化事業、新型コロナウイルス感染症対策支援事業、 化推進
事業）

上記事業に対する補助率は、利用者支援事業が 以内 国 、県 、
市町村 であり、その他の事業が 以内 国 、県 、市町村
である。

⇒ 根拠法令：子ども・子育て支援法

－２ 地域子育て支援拠点環境改善事業費補助金の支出

地域子育て支援拠点の環境改善を図る事業に対して補助する 児童養護
施設等の生活向上のための環境改善事業 。

・補助率： 以内 国 、県 、市町村 。但し高知市は 以
内 国 、市

・補助先：市町村

・財 源：児童虐待・ 対策等総合支援事業費補助金

地域子育て支援センター等機能強化事業費補助金の支出

全ての家庭が安心して子どもを育てることができる環境づくりを進める
ために市町村や団体・企業等が行う以下の子育て支援の取組みに対して補
助する（補助先は市町村等）。

①利用者支援専門員育成事業

②施設整備事業

③環境整備事業

④高知版地域子育て支援センター事業

⑤市町村等が民間団体等と連携したネウボラ推進事業

⑥子育て支援センターによるネウボラ推進事業
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⑦スキルアップ及び人材育成事業

⑧市町村等が地域の実情に応じて実施する子育て支援に資する事業

⑨高知家の出会い・結婚・子育て応援団が行う子育て支援に資する事業

⇒ 上記事業に対する補助率は、 ～ 以内である。

イ 事業費（予算）、決算

（ア）地域子育て支援推進事業の全体事業費

令和４年度予算額

億 万 円

【過去３年度との対比】

・令和３年度予算： 億 万 円

（※同決算額は 億 万 円）

・令和２年度予算： 億 万 円

（※同決算額は 億 万 円）

・令和１年度予算： 億 万 円

（※同決算額は 億 万 円）

個別の事業毎の予算内訳

インターネットホームページ保守等委託料

万 円（ 令和 年度予算： 万 円）

子育て支援員等研修事業委託料

万 円（ 令和３年度予算： 万 円）

子育て講座等実施委託料

万 円（ 令和３年度予算： 万 円）
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父子手帳作成等委託料

万 円（ 令和３年度予算： 万 円）

広報委託料

万 円（ 令和３年度は予算計上なし）

地域子ども・子育て支援事業費補助金

万 円（ 令和３年度予算： 億 万 円）

地域子育て支援センター等機能強化事業費補助金

万 円（ 令和３年度予算： 万 円）

事務費

万 円（ 令和３年度予算： 万 円）

ウ 目標

（ア） こうちプレマ への年間アクセス数は、令和２年度時点で８万
件であった（※ アナリティクスによるモニタリング）。令和３

年度の年間アクセス数は９万 件であり増加傾向にある。令和４年度は
年間アクセス数 万件が到達目標とされている。

なお、こうちプレマ 内では、公式 も運営されているところ、令
和５年１月時点で同 登録者数は 人程度にとどまっている。

（イ） 地域子育て支援センターの機能強化に関して、妊婦の利用がある地
域子育て支援センターの割合は、令和３年度時点で「 ％」であり、同
年度の到達目標である「 ％」には至っていない。妊婦の利用がある地域
子育て支援センターは、コロナ禍の影響もあり、令和３年度時点で ヵ所
であり令和２年度から横ばいとなっている。しかし、妊婦の利用者数自体
は前年度から 人程度増加している。

令和４年度は「 ％」が到達目標として掲げられており、子育て支援サ
ービスの認知度向上に向けたデジタルプロモーションの実施など地域子育
て支援センターの一層の機能強化が目指されている。
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エ 監査の結果（意見あり）

（ア） 平成 年度までは、利用者支援事業、子育て短期支援事業、乳児家
庭全戸訪問事業については、要望額調査が行われていなかったため、
当初予算額と交付決定額に乖離が生じる傾向があったが、平成 年度
からは要望額調査が実施されることになったため問題は解消された。

（イ） 子育て短期支援事業は、交付決定額に対して執行率が低い事業であ
るが、これは事業の性質が緊急時対応であり必ずしも事業が実施され
るわけではないためである。例年、執行率は他の事業に比べて低めに
推移している。

（ウ） 乳児家庭全戸訪問事業は、実施市町村の中で高知市が圧倒的に事業
規模が大きいため、高知市の実績によって執行率が左右される傾向が
ある。

（エ） 子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業は、実施市町村の全て
が少額の事業展開を行っているため、少しの金額でも交付決定額及び
執行率が変化しやすい。

（オ） 地域子育て支援拠点事業は、令和２年以降、新型コロナウイルス感
染拡大の影響により、地域子育て支援センターのような場所の利用自
体が控えられていた。そのため、目標数値に到達しなかったことはや
むを得ない面がある。

（カ） （意見）令和２年度高知県県民意識調査において、高知県の少子化
対策の取組についての認知度や関心度は非常に低いことが確認されて
いる。具体的には、高知県が行っている少子化対策の取組についての
情報発信に関しては、「知らない」が ％と最も高く、「知っている」
の ％より ポイント高くなっている。子育て情報についての情報
発信を担うべきこうちプレマ ですら、「関心がない」が ％、「関
心がある」が活用したことがないが ％であり、これら合計は ％
にも上る。

先に見たとおり、令和３年度のこうちプレマ の年間アクセス数は
９万 件にとどまっており、令和４年度は年間アクセス数 万件
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が到達目標とされている。月間に引き直すと１万 以下ということに
なるが、月間１万 以下の閲覧数というのは、アマチュアブログレベ
ルの数字である。単純に比較できるものではないが、民間のママ向け
情報サイトには月間１億 を超えているものもある中で、こうちプレ
マ の年間アクセス数は伸び悩んでいると見ざるを得ない。少子化対
策・子育て支援において、対策事業の内容面の充実はもちろんである
が、事業の存在自体を認知してもらうための対策は不可欠であり、こ
の点の一層の充実が求められる。また、こうちプレマ でしか得るこ
とができない情報の発信量を増やすなど、地域密着の方向性を強く打
ち出すことにより他サイトとの積極的差別化を図っていくことも有益
である。
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（３） 保育サービス促進事業 

ア 事業の目的、内容 

（ア） 保育サービス等推進総合補助金 

子ども・子育て支援事業計画及び次世代育成支援推進行動計画等の地域
計画を円滑に推進するため、地域のニーズに応じた保育サービスの充実に
関する事業に要する経費を補助する。具体的には、次の２事業がある。 

a 低年齢児保育促進事業 

３歳未満児の保育のための保育士をあらかじめ加配し、待機児童解消
のために年度途中の乳幼児の受入れを促進する。

・補助先：市町村（高知市除く）

・補助率：県 、市町村

・補助基準額： 円 ヵ所

・補助要件：⑴年度途中の０～２歳の入所児数が３名以上の見込み

⑵０～２歳児クラスの配置基準にプラス１名配置

ｂ 家庭支援推進保育事業

家庭環境等に特別な配慮が必要な児童への家庭訪問や地域連携等を実
施するために必要な専任の保育士を配置し、入所児童の処遇向上を図る。

・補助先：市町村

・補助率：県 、市町村 以上

・補助基準額： 円 １名

・補助要件：⑴事業実施にあたり、日誌等による進捗管理を行うこと

⑵担当保育士が、関連する研修を受講できるよう便宜を図
ること

102

103



104 
 

⑶私立施設に対しての補助は、市町村への間接補助の形態
で行う。 

（イ） 多機能型保育支援事業費 

保育所等を中心とした地域の高齢者や子育て世代などの交流の場づくり
を進めるとともに、保育所等の子育て支援機能を強化し、子育て家庭を地
域で見守り、支えあう、地域ぐるみの子育て支援を行うことが可能な多機
能型の保育事業を推進する。 

イ 予算、目標等 

（ア） 予算 

令和４年度の事業全体予算額

万 円

【過去３年度との対比】

・令和３年度予算： 万 円

（※同決算額は 万 円）

・令和２年度予算： 万 円

・令和１年度予算： 万 円

個別の事業毎の予算内訳

保育サービス等推進総合補助金（ 万 円）

（ 令和３年度予算： 万 円）

多機能型保育支援事業費（ 万 円）

（ 令和３年度予算： 万 円）

多機能型保育支援事業費補助金

・補助先：保育所、小規模保育事業者

・補助率： 私立 定額、 公立
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・補助基準額

保育所： 千円、 千円、 千円 月

小規模保育事業所： 千円、 千円、 千円 月

ⅱ 多機能型保育支援事業委託料

・委託内容多機能型保育支援事業全体の業務支援を行う。

・委託先特定非営利活動法人ＮＰＯ高知市民会議

・契約方法随意契約

（イ） 目標等

保育サービス等推進総合補助金のうち、①低年齢児保育促進事業につい
ては、低年齢児の保護者が年度途中に保育所等への入所を必要とする場
合に、スムーズに保育所に受け入れられることが事業目標であり、②家
庭支援推進保育事業については、家庭支援推進保育士による個別の支援
を充実させることにより、配慮が必要な子どもの処遇及び保護者の子育
て力が向上することが事業目標とされている。いずれの事業についても、
具体的な数字が として設定されたりはしていない。

多機能型保育支援事業については、就園・未就園にかかわらず、身近
な場所で子育て支援が受けられるよう環境を整備するため、園庭開放や
子育て相談の取組を一定回数以上実施する保育所を「多機能型保育事業
所」として支援する。具体的には、①補助金による財政的支援、②
法人による補助事業全般への支援、③全園を対象にした園庭開放及び子
育て相談の実施状況の調査を行う。

令和１年時点で、「園庭開放又は子育て相談の実施率」についての令和
３年度到達目標は ％に設定されていたが、令和３年度の実績は ％
であり、到達目標にはやや届いていない。もっとも、大多数の保育所にお
いて、園庭開放や子育て相談の場が提供されているといえる。
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「多機能型保育支援事業の実施箇所数」については、令和３年度到達目
標は ヵ所に設定されていたが、令和３年度の実績は ヵ所にとどまり、
目標達成には至っていない。

ウ 監査の結果

（ア）県内の待機児童数は、平成 年度以降おおよそ次のとおり推移している。
全体としての県内の子どもの数自体減少しているという現状もあるため、「児
童数」という尺度のみで必ずしも全体を評価することはできないが、待機児
童の絶対数が減少していることは間違いなく、低年齢児保育促進事業につい
ては一定成果が上がっていると評価できる。

（イ）家庭支援推進保育事業については、県内の家庭支援推進保育士設置状況
はここ３年ほど横ばいの状況にある。

県単独補助事業による配置状況

（ウ）多機能型保育支援事業については、事業の必要性についての理解は進ん
でいるものの、従来の補助要件がクリアできない保育所があったり、ある
いは、施設の本来業務の多忙等から実施を見送るケースなども多いようで
あり、目標達成が必ずしも容易ではないように見受けられる。

しかし、令和３年度に目標到達しえなかった原因についての分析を受け、
令和 年度には①補助要件の緩和、②必要性の高い保育所等での事業実施に
ついて、市町村や保育所等への個別訪問により働きかけを行うなどの具体
的対策が掲げられており、適正な実施が試みられているといってよい。

時点待機児
童数 時点待機児童数

年度
年度
年度
年度
年度
年度

県単
R2 R3 R4(予算ベース）

42名(13市町・41施設) 44名(13市町・43施設) 43名(13市町・42施設)
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（４） ファミリー・サポート・センター事業

ア 事業の目的、内容

働きながら子育てができる環境の整備、特に仕事の都合による一時預かり
などのニーズに柔軟に対応できる子育て支援の充実は、女性の活躍・少子化
対策の両面で有効と考えられる。ファミリー・サポート・センター事業は、
こうしたニーズに対応するための地域の支え合いによる子育て支援の仕組み
である。乳幼児や小学生等の児童の子育て中の保護者等を会員として、児童
の預かりなどの援助を受けることを希望する方と、当該援助を行うことを希
望する方との相互援助活動に関して、連絡・調整を行う事業である。
事業の実施主体は市町村であり、県は、市町村によるファミリー・サポー

ト・センターの設置及び運営を財政的に支援するとともに、利用会員の増加
に向けて同センターの広報や支援員の研修を実施している。
現在は、高知市 ～ 、佐川町 ～ 、香南市 ～ 、南国市

～ 、 安芸市 ～ 、 香美市 ～ 、いの町 ～ 、 須
崎市 ～ 、仁淀川町 ～ 、四万十市 ～）、四万十町 ～ 、
大月町 ～ 、土佐清水市 ～ の計 ヵ所にセンターが設置されてい
る。
サービス提供会員数は、令和２年度 人⇒令和３年度 人⇒令和４年
月末時点 人と、確実に増加している。
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注）会員数は、R3年度の国の状況 

イ 事業費 

（ア） 全体事業費

令和４年度予算： 万 円

（ 令和３年度予算： 万 円）

（イ） 個別事業毎の事業費

ファミリー・サポート・センター広報事業

ファミリー・サポート・センター事業の周知を図るため、テレビ・新
聞・イベント等を利用した広報を実施

令和４年度予算： 万 円

（ 令和３年度予算： 万 円）

職員研修負担金（ファミリー・サポート・センター全国アドバイザー研
修参加費負担）
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令和４年度予算： 万円

（ 令和 年度予算： 万円）

ファミリー・サポート・センター運営費補助金

令和４年度予算： 万 円

（ 令和３年度予算： 万 円）

・根拠法令：子ども・子育て支援法附則第 条

・補助先：市町村

・補助率： 県 国は を直接補助

高知版取組加算

預かり場所施設整備等

提供会員活動促進定額 千円

・補助期間：令和 年度

事務費

万 円

ウ 目標等

目標達成の指数は、「ファミリー・サポート・センター事業の提供会員数」
とされ、令和３年度到達目標は 人であったところ、令和３年度は 人
と、提供会員数は目標を超えており順調に推移している。令和６年度までの
目標としては提供会員数 人が設定されている。

エ 監査の結果（意見）

ファミリー・サポート・センター事業に賛同し、サービスを提供したいと
考える提供会員数は、上記のとおり順調に増加しているといえる。

しかしながら、同事業については利用実態面からの検討も行われるべきで
ある。すなわち、過去３年のファミリー・サポート・センター活動件数は、
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令和２年度 件⇒令和３年度 件⇒令和４年 月末時点 件と推
移しており、令和４年度は前年の利用件数を下回る見込みが高い。現在同事
業について各種広報が進められているところではあるが、いまだファミリ
ー・サポート・センターの認知度自体は決して高いとはいえない。また、提
供会員の資質向上に向けた手当はなされているものの、利用ニーズはあるも
のの不安感が先行して利用を控えるという事態が生じないよう、適切な広報
の充実や、提供会員に対する教育機会の一層の充実が求められよう。 
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（５）新・放課後子ども総合プラン推進事業 
ア 事業の目的、内容 

共働き家庭等の「小 1の壁」を打破するとともに、次代を担う子どもたち
を育成するため、全ての児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体
験・活動を行うことができるよう子どもたちの活動拠点（居場所）を設け、
支援員等による育成支援や幅広い地域住民等の参画により、生活習慣の獲
得や学習習慣の定着、社会性の習得など子どもたちの成長を支える活動を
推進する。 
県としては、実施主体である市町村等に対し、市町村の計画や国・県の

実施状況調査結果を踏まえて、市町村等への財政支援、人材育成研修の実
施等を行っている。 

 
 

イ 事業費（予算）、決算
（ア）全体事業費

令和４年度予算：６億 万 円
（ 令和３年度予算： 億 万 円）

（決算額）
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・令和３年度決算：５億 万 円
・令和２年度決算：５億 万円

（イ）個別の事業費
放課後子ども教室推進事業費補助金
令和４年度予算： 億 万 円

（ 令和３年度予算：１億 万 円）
（内訳）

放課後子ども教室推進事業（※ ４は小学生対象 ヵ所）
１億 万 円

・補助先：市町村
・補助率： 国 、県 、 県
放課後学びの場充実事業
万 円

・補助先：市町村
・補助率：次の①②③④は
・上限：①は 千円、②③④は 千円
・補助対象：①学習支援者謝金

②食育学習経費
③発達障害児等支援
④防災対策経費

放課後子ども総合プラン利用促進事業
万 円

・補助先：市町村 中核市を除く
・補助率：
・補助対象：就学援助を受けている児童等の保護者利用料を減免し

た場合の経費
ｂ 放課後児童クラブ推進事業費補助金

令和４年度予算： 億 万円
（ 令和３年度予算： 億 万 円）

・根拠法令児童福祉法第６条の３、子ども・子育て支援法第 条
（内訳）

放課後児童クラブ推進事業
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億 万 円
・補助先：市町村
・補助率：
・補助基準額： 千円～ 千円

放課後学びの場充実事業
万円

・補助先：市町村 中核市を除く
・補助率：次の①②は
・上限：① 千円、② 千円
・補助対象：①発達障害児等支援、②防災対策経費

放課後子ども総合プラン利用促進事業
万 円

・補助先：市町村 中核市を除く
・補助率：
・補助対象：就学援助を受けている児童等の保護者利用料を減免した

場合の経費 上限：月 円 人
放課後児童クラブ開設時間延長支援事業
万 円

・補助先：市町村 中核市を除く
・補助率：
・補助対象：開設時間を延長した場合に必要となる運営費等

放課後児童対策支援事業
終了廃止

ウ 目標等
（ア）令和５年度までに放課後児童クラブ又は放課後子ども教室の設置校率

（小学校）： ％
⇒ 令和４年度時点で達成率 ％

（イ）令和５年度までに放課後児童クラブ又は放課後子ども教室における学習
支援の実施率（小学校）： ％
⇒ 令和４年度時点で達成率 ％

112

113



114 
 

エ 監査の結果（意見） 
本報告書前半で触れている、子どもを持たない（持てない）理由について、

子育てや教育に対する金銭的負担が第１位となっていた。この問題を解消す
るためには、子育てや教育に要する費用を減らす方向性と、子育て世帯の収
入を増やす方向性が考えられる。現状の当該事業は、このうち主に後者に資
するものといえる。子育てのために仕事を時短にせざるを得ない結果収入の
減少につながるなど、子どもを持つことによって生じ得る経済的負担を回避
する上で、当該事業の有用性は相当程度高い。 
ここに、前者の視点（子育てや教育に要する費用を減らす方向性）を加味

できないであろうか。県民に「子どもを育てながら働くことができる」とい
う実感をより効果的に持たせるため、県は、放課後子ども総合プラン推進事
業の利用を市町村に対して積極的に促し、放課後児童クラブの保護者負担軽
減を図っていく必要がある。そして、将来的には、放課後児童クラブ・放課
後子ども教室の双方につき、利用料にとどまらず飲食物代などの実費も含め
た全面無償化を実現することが理想であろう。 
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（６）子どもの居場所づくり推進事業 
ア 事業の目的、内容 

子ども食堂等の開設及び運営に関する経費の助成や手引書の作成・配布
などを通じて、子どもの居場所づくりを推進する。 
（ア）子ども食堂支援事業委託料の支出 

・委託内容：子どもの居場所づくり推進コーディネ一ターを配置し、
以下の業務を実施 
①立ち上げ・運営支援 
②人材の確保(スタッフ養成講座の開催 4回) 
③食材提供支援の仕組みづくり、食材支援情報の提供、
食材配送の調整  

④子ども食堂相互が情報交換する場の提供(子どもの居場
所づくりネットワーク会議の開催 4回) 

⑤居場所を必要とする子どもをつなげる取組 
⑥子ども食堂シンポジウムの開催(1回) 

・委託先：(福)高知県社会福祉協議会 
・契約方法：随意契約 
・財  源：地域子供の未来応援交付金 

（イ）子ども食堂支援事業費補助金の支出
・補助先：民間団体等
・補助率：定額
・補助対象事業：子ども食堂の立ち上げ・運営事業費
・財 源：高知県子ども食堂支援基金

イ 事業費
（ア）全体事業費

令和４年度予算： 万 円
（ 令和３年度予算： 万 円）

（イ）個別事業毎
子ども食堂支援事業委託料
令和４年度予算： 万円

（ 令和３年度予算： 万 円）
子ども食堂支援事業費補助金
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令和４年度予算： 万 円
（ 令和３年度予算： 万 円）

事務費
報償費（寄附感謝状用額縁）
万 円
その他事務費
万 円

ウ 目標等
令和３年度時点でこども食堂設置数は が目標値とされていたところ、同

年度の到達数は であった。
令和４年度到達目標としては設置数 が掲げられている。

エ 監査の結果
特になし。
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４ 働きながら子育てできる環境づくり～ワークライフバランスの推進

（１） ワークライフバランス推進事業

ア 事業の目的、内容

労働者が、｢仕事｣と育児、介護、趣味、学習、地域活動など｢仕事以外
の生活｣との調和をとり、その両方を充実させる働き方・生き方の実現に
向け、ワークライフバランスの推進に積極的に取り組む企業を｢高知県ワ
ークライフバランス推進企業｣として認証する｢ワークライフバランス推進
企業認証制度｣を普及させる事業である。認証の対象部門は以下の 部門。

ア  次世代育成支援部門（子育て支援に取り組む企業を認証） 新設、
少子化対策につながる部門

イ  介護支援部門（介護と仕事の両立支援に取り組む企業を認証）
新設

ウ  年次有給休暇の取得促進部門（年休の取りやすい職場環境づくりな
どに取り組む企業を認証） 新設、少子化対策につながる部門

エ  女性の活躍推進部門（女性がいきいきと働く職場環境づくりに取り
組む企業を認証） 新設、少子化対策につながる部門

オ  健康経営部門（従業員の健康増進に取り組む企業を認証） 新設

部門毎に認証要件を定めている。例えば次世代育成支援部門であれば
過去５年間に一定数の育児休業を取得し業務に復帰していること等であ
る。

なお、労働者の側だけでなく使用者たる企業側にも、①企業イメージア
ップになり、人材確保の面で有利に働く、②高知県の建設工事の入札参加
資格審査で評価点が加算される、③認証企業を対象とした低利の県融資制
度がある。商工中金では認証された中小企業を対象とした融資制度がある、
④労働局発行の企業情報誌｢ ｣に掲載される場合には、認証企業であ
る旨の表示ができる、等のメリットを用意し、広報することで認証企業数
の増加を図っている。
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多くの企業の認証取得を促すため、「高知県ワークライフバランス推進
アドバイザー」（社会保険労務士）を配置し、認証制度の説明、認証企業
の 、企業内の規定整備の助言、認証にかかる申請書類の審査、一般事
業主行動計画策定の支援等を行う。

イ 事業費（予算額）、決算

ウ 委託先、契約方法その他

（ア）委託先

① 令和 年度 （公財）高知県産業振興センター（随意契約）

② 令和 年度 （公財）高知県産業振興センター（随意契約）

③ 令和 年度 （株）タスクール 。香川、岐阜、福岡労働局で
働き方改革推進支援センター事業等関連事業の受託実績あり。

④ 令和 年度よりプロポーザル方式に変更（ 月、 月は県直営で、
月より委託）。応募は 者であった。

（イ）契約方法

 随意契約

エ 目標、結果、評価等

（ア）目標と結果

　　　（単位：千円）

　R1年度 年度 年度 年度

予算額計/補正後（R4のみ当初予算）

未確定

ワークライフバランス推進事業
（雇用労働政策課）

決算額計

ワークライフバランス推進事業
委託料
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は 時点

（イ）結果の把握方法

毎月の認証企業数により把握している。

令和４年９月に認定企業に対するアンケート調査を実施した。
回答企業のうち半数以上の企業で、認証の取得・活用による効果
事例について、なんらかの効果があると回答。効果事例としては、
回答数の多い順に①「企業のイメージアップ」、②「ワークライ
フバランスに関する意識の向上」、③「従業員のモチベーション
の向上」となっている。また、１割程度の企業において、人材確
保や求人エントリーの増加に繋がった。以上から、当該事業は認
証企業に対して制度活用の効果が出ているといえる。

（ウ）結果の分析及び対策

認証企業数は順調に増加しているが、約半数は建設業であり、
他業種への広がりが課題。そのため、令和４年度は、医療・福祉
等の重点業種を設定し、業界団体への訪問、総会等での周知を実
施している。

次世代育成支援
介護支援
年次有給休暇の取得促進

女性の活躍推進
健康経営

部門数　合計（目標）

累 計 （ 社 ）
新 規 （ 社 ）
更 新 （ 社 ）

部 門 追 加 （新規除く）

部
門
創
設
時
期

部門数　合計
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オ 監査の結果（意見あり）

（ア） 委託先とは適切に契約を締結したうえで、仕様書に基づき事業が実
施されている。また、高知県ワークライフバランス推進企業の認証に
ついては高知県ワークライフバランス推進企業認証制度要綱を設け、
これに従って認証処理がされている。以上から手続上の問題はない。

（イ） 予算額は、令和３年度で約 万円、令和４年度で約 万円
と比較的高額であるが、費用のほとんどがアドバイザー（社会保険
労務士）の人件費であり、受託者の事務管理収益は大きいわけでは
ない。

（ウ） 令和 年度までは高知県産業振興センターとの随意契約であったと
ころ、令和 年度からはプロポーザル方式に変更になり、２者からの
応募があった。審査、評価時の資料からも慎重かつ的確な審査が行わ
れたことがうかがわれ、競争原理による事業内容の更なる改善が期待
できる。

（エ） 委託先は各アドバイザーの日単位の活動記録、企業訪問アンケー
ト等も徴収、チェックのうえ県に報告しており、方法、内容ともに問
題はない。

（オ） 本事業の主目的が県内企業のワークライフバランスの推進である
ことからすれば、認証企業数が順調に増加しており、目標数を達成し
ていることは評価できる。もっとも、少子化対策の視点からは、創設
時期が遅かったとはいえ、女性の活躍推進部門の認証企業数の増加ペ
ースアップを期待したいところである。少子化問題は喫緊の課題であ
り、解決のためには事業者の理解と取組みが必要であることの再認識
が必要である。

（カ） （意見）アドバイザーは企業訪問時にアンケートを取っているが、
この中に、「（高知県ワークライフバランス推進企業認証を取得するか
どうか）すぐに考えていない、又は、取得の意向がない理由を教えて
ください」という質問項目がある。回答選択肢は、①手続きの準備を
する余裕がない、②取得によるメリットを感じない、③手続きが煩雑、
④その他の 択である。認定を受けるという立場からは比較的選択を
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ためらうことが想定される②を選択した企業が一定数見受けられた。
県としては、厳しいが率直なこれら意見を受け止め、更なる魅力発信
に努めるべきである。

（キ） また、県は、認証企業数による効果測定だけでなく、認証企業に
対し｢高知県ワークライフバランス推進企業認証制度の活用方法等に
関するするアンケート｣を実施している。本事業の認証企業に対する
具体的な効果や感想を把握する仕組みを設けている点は評価できる。
これによれば、８割以上の認証企業が、自社ホームページへ掲載した
り、認証グッズを活用したりするなど、何らかの形で認証制度を活用
しているとのことである。また、認証の取得・活用に関する効果事例
について、｢効果事例はない｣と回答した企業が３割程度を占めたもの
の、半数近くの企業で｢会社のイメージアップにつながった｣と回答す
るなど、半数以上の企業で様々な効果事例があった。また、認証を効
果的に活用し、人材確保や求人エントリーの増加につなげている企業
もあった。

（ク） 残念ながら認証企業に所属する従業員に対する調査までは行って
いない。担当部署によれば、｢従業員のモチベーションの向上に繋が
った｣と回答した企業が 割程度あり、従業員への効果も出ていると
のことである。｢ワークライフバランス｣や｢働き方改革｣は、企業のた
めであるとともに企業に所属する従業員のためのものでもあることか
らすれば、 割程度の評価に満足すべきではないであろう。

（ケ） （意見）また、少子化対策の視点からみて、本事業が少子化対策
としてどの程度のプラス効果を生じさせているかは不明である。本事
業の効果として直接的に出生数、出生率、既婚率、第一子出産年齢な
どの実績を把握することは困難であるが、アンケート調査に少子化対
策としての効果を確認する項目を加える等して、参加企業に対し、県
は本事業を少子化対策としても位置付けており、その効果をも期待し
ていることをアピールすることが必要と考える。企業別出生率という
考え方もあり、子どもを産み育てられる環境があることは企業にとっ
て職場の魅力として発信できる情報の一つであることを認識してもら
うきっかけにもなると思われる。
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ウ 事業細目

ア  働き方改革推進キャンペーン実施委託料

 事業の内容

育児休暇取得率…国の 年までの目標 ％。全国実績 ％→
％（令和２年度雇用均等基本調査）。高知県実績 ％→ ％

（令和３年度労働環境等実態調査）。取得率伸び悩みの要因として
「職場が育児休業を取得できるような雰囲気ではない」、「上司の理解
が進まない」点にあると分析し、以下のキャンペーンを実施する。

男性の育児取得キャンペーン・・・県内企業・団体が男性の育児
休業に積極的に取り組み、男性が育児休業を取得しやすい企業風土を
つくることを目的とした「僕らの子育てキャンペーン」を 月に開
催した。令和 年度は、サブタイトルを「会社のファーストペンギン
を生みだそう」として実施する。

具体的な業務は、チラシ作成、広報及び企業等への参加推奨、参
加申込受付及び状況報告その他である。

 ①委託先、②契約方法

① 令和 年度、 年度は県内民間事業者、令和 年度は別の県内民
間事業者である。

② 令和２年度は、プロポーザル方式にて実施。令和 年度、４年度
は指名競争入札にて実施。

 目標、結果

目標は、安心して子育てできる環境づくり～働きながら子育て
しやすい環境づくり（ワークライフバランスの推進）～育児に関
する休暇等の取得しやすい環境づくり、県内企業等の働き方改革
の推進である。具体的な数値目標及び結果は以下のとおり。
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①僕らの子育て
キャンペーン

社
（目標 ）

社・団体
（目標 ）

社・団体
（目標 ）

②ノー残業デー
キャンペーン

社
（目標 ）

コロナの影響
で中止

－ －

③有給休暇取得
キャンペーン

社
（*②③合計）

－ － －

予算額 千円 千円 千円 千円

結果の把握方法・・・養成講座参加者・企業を集計

 監査の結果

委託先とは適切に契約を締結したうえで、仕様書に基づき事業が
実施されており手続き上の問題はない。

受託者は複数者からのプロポーザルを経て選定されており、競争
原理が働いているといえる。

少子化対策の視点からみると、僕らの子育てキャンペーンへの参
加者数、参加企業数による定量的な効果測定はされており、概ね目標
通りの参加数を確保している。本事業では、参加者（社）の満足度
（子育てへの関心と意欲の向上）が重要であるところ、参加者へのア
ンケート（参加報告書）を通じて、キャンペーンの効果を集約してお
り、その回答内容も概ね肯定的で、定量的効果測定から一歩深めた効
果測定がなされている点は評価できる。

令和 年度の男性の育児休暇取得率は、全国 ％に対し高知県
は ％（令和３年度労働環境等実態調査における令和 年度実績）
であり、本事業の効果もあって全国を上回っている。また、高知県庁
（知事部局）では、知事が、部下の仕事と家庭の両立を後押しする
｢イクボス｣宣言をし、｢県職員子育てサポートプラン｣の改訂、｢男性
職員の育休等取得支援プログラム｣の新設などの仕組み作りにより、
育児休暇を取得する男性職員の割合を令和１年度の 割未満から令和
３年度は 割超まで押し上げた（令和４年８月 日高知新聞報道に

123

124



125 
 

よる）。身近な成功事例を県全体の仕事を持つ男性の育児休暇取得に
も繋げて欲しいところである。

イ  働き方改革推進事業委託料

 事業の内容

「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」が
順次施行され、特に中小企業・小規模事業者が抱える、①時間外労働
の削減に向けた生産性向上の支援、②正規雇用労働者（無期雇用フル
タイム）と非正規雇用労働者（パートタイム労働者・有期雇用労働
者・派遣労働者）との不合理な待遇差の解消を目指す同一労働同一賃
金の実現、③生産性向上による賃金引上げ、④人手不足の解消に向け
た人材の確保・定着を目的とした雇用管理改善などの課題に対応し、
県内の中小企業等における働き方改革を推進する。

国（厚生労働省）が設置する｢働き方改革推進支援センター｣の運
営に県が費用を追加して幡多地域の相談体制を強化するため出張所を
設置する事業。ただし、センター事業の受託者が令和４年度から変更
となり、現在幡多地域は出張等での対応とし、受託者や国の意向もあ
り令和４年度は当該事業を行わない方向となっている。

具体的な業務は、社会保険労務士の資格を有する専門家（コーデ
ィネーター）に委嘱し、窓口相談やセミナー等による支援を行うこと
により働き方改革を推進すること、受託者は専門家に対し、専門家業
務日誌、相談表、月次活動実績報告書を作成させること、報告書の提
出その他事業を実施するうえで必要な業務等である。

 委託先、契約方法等

（公財）高知県産業振興センターに委託。随意契約。

 目標、結果

令和 年度 相談…目標 件に対し結果 件（うち幡多
出張所 件）、セミナー…目標 回に対し結果 回（うち幡
多出張所 回）、令和 年度は未執行の予定
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 監査の結果

委託先とは適切に契約を締結したうえで、仕様書に基づき事業が
実施されており問題はない。実施状況報告書による事業管理も適切に
行われている。

予算額は、令和３年度で約 万円、令和４年度で約 万円と
比較的高額の事業であるが、支出の大半が専門家（社会保険労務士）
の人件費であり、実働実績に照らして問題はない。各コーディネータ
ーが実施状況報告書を定期的に提出しており事業管理も適切である。

社会保険労務士の資格を有する専門家（コーディネーター）に委
嘱し、相談やセミナーを通じて、企業を支援するという仕組みは、ワ
ークライフバランス推進企業認証制度の普及活動と類似している。本
事業は令和 年度は未執行で、令和 年度以降の予算化は行わないと
いうことであるが、ワークライフバランス推進と働き方改革推進を同
じコーディネーターにより並行して進めるなどの効率化を検討しても
よかったのではないかと思われる。

ウ  働き方改革実践支援事業委託料

本事業は以下 ～ の事業細々目から構成される。

 事業細々目） 働き方改革推進職場リーダー養成事業

事業の内容

自律的に働き方改革を推進できる組織づくりを目指し、企業内で
の働き方改革の軸となる職場リーダーを養成する。対象は、役員、
労務管理担当者など。具体的な業務は、働き方改革推進職場リーダ
ー養成講座の開催

委託先、契約方法等

プロポーザルの審査結果に基づく随意契約。受託者は各年度とも
県外の民間事業者である。
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目標、結果、評価等

 目標、結果

目標 社 名 社 名 社 名

結果 社 名 社 名 社 名

予算額 千円 千円 千円

２の予算額はワークライフバランス実践支援事業、働き方改
革トップセミナー開催事業と併せた金額

 参加企業からの満足度は高いが、毎年募集定員に満たない状
況が続いており、県内企業へのすそ野の拡大が課題である。

監査の結果

ⅰ 委託先とは適切に契約を締結したうえで、仕様書に基づき事業
が実施されており手続上の問題はない。

ⅱ 各年度とも複数のプロポーザルの中から審査により委託先が選
定されており競争原理が働いているといえる。

 事業細々目） ワークライフバランス実践支援事業

事業の内容

企業内の働き方改革の好循環を生む組織づくりに向けて、働き
方改革推進職場リーダー養成講座に参加した企業を対象に、働き
方改革を専門とするコンサルタントが、約半年間（月１回程度）、
各企業を個別に訪問し、働き方に関するアドバイスを実施する。

委託先、契約方法等

プロポーザルの審査結果に基づく随意契約（但し令和 年度、 年
度のプロポーザルは１社のみ）。受託先は県外の民間企業である。
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目標、結果
支援企業
目標 社 社 社
結果 社

印刷業
建設業
広告業

社
建設業２

（ チーム）

社
建設業
小売業

予算額 千円 千円 千円
の予算額は働き方改革推進職場リーダー養成事業、働き方改革トッ

プセミナー開催事業と併せた金額

監査の結果（意見あり）

 委託先とは適切に契約を締結したうえで、仕様書に基づき事
業が実施されており問題はない。

 （意見）もともとの目標設定数が４社と少ないにも関わらず
参加企業が目標数に届いていないため、単純計算で１社あたり

万円を越える事業費となる。企業が自らの業務改善を図る
ためのコンサルティング費用として問題のある金額ではないが、
公費を投じるについてはさらに厳格な目標管理が必要である。
参加企業が建設業に偏っている点も原因分析及び対策が必要で
ある。

 事業細々目 働き方改革トップセミナー開催事業

事業内容

 県内企業経営者層を対象に、両立支援やワークライフバラン
スを含む働き方改革に関する機運醸成を目的としたセミナーを
高知県経営者協会との共催により年２回開催する。

委託先、契約方法その他

令和２年度はプロポーザルの審査結果に基づく随意契約。令和３
年度は指名競争入札にて実施。令和４年度は随意契約及び指名競争
入札にて実施。民間事業者が受託。
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目標、結果、評価等

ⅰ 目標、結果

働き方改革
トップセミナー①

社 名
目標 名

社 名
目標 名

社 名
目標 名

働き方改革
トップセミナー②

社 名
目標 名

社 名
目標 名

社 名
目標 名

予算額 千円 千円 千円

の予算額は働き方改革推進職場リーダー養成事業、ワークライフバ
ランス実践支援事業と併せた金額

 事業細々目 ～ の評価

事業細々目 ～ 全体に対する県の評価は以下のとおりである。県
内企業では、国や県からの周知を実施したこともあり、改正された
働き方改革関連法への対応は順次行われている。一方、働き方改革
関連の県事業について目標（募集定員）に達していないことの原因
を次の様に説明する。すなわち、企業は働き方改革に取り組む必要
性は理解しているが、人手不足等により本来業務に労働力を集中さ
せ、働き方改革に関する業務に取り組むことが難しいということで
ある。そして、県としてはその対策として、令和５年度には、社会
保険労務士などの士業を「働き方改革コンサルタント」として養成
し、養成した働き方改革コンサルタントが県内企業の働き方改革に
向けて伴走支援を行っていく取り組みを創設することを検討してい
る。この取り組みによって、働き方改革に取り組む企業の増加を図
るとともに、継続的に支援を受けることができる体制を整備するこ
とを目指すとのことであった。

監査の結果（意見あり）

ⅰ 委託先とは適切に契約を締結したうえで、仕様書に基づき事業
が実施されており手続上の問題はない。

ⅱ （意見）セミナーは、固定経費が中心となることから、参加人
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数が目標割れしたとても費用が減額とはならない。コロナ禍とい
えども厳格に目標管理を行い目標定員を確保するべきである。

 また、セミナー参加者数の集計だけでなく、参加者の満足度
や要望の調査を通じて、参加者増及び内容の充実を図るべきで
ある。

エ  人事管理部門の担当者向け交流会の開催（働き方改革担当者向け
セミナー・交流会） 令和 年度新規事業

 事業の内容

働き方改革の個別コンサルティングを受講した企業担当者による
事例発表、育休取得男性による座談会、各事業者の人事・労務担当者
の取組状況や課題を共有し事業者内での取組につなげることを目標と
した交流会を実施する。

県内の中堅・中小事業者（製造、建設、医療、運輸）に勤務する
男性の育児休業取得者による座談会や、働き方改革に取り組む企業に
よる事例発表ならびに交流会を開催し、取組事例を共有する。地元ケ
ーブル による特集や県 で当日の概要を掲載し県内企業へ周知
する。

 委託先、契約方法その他

県による企画・運営事業である。

 目標、結果、評価等

支援企業
目標 名
結果 名

社
予算額 千円
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 監査の結果

手続的な問題はない。

募集定員を割り込んでいる点は募集の仕方や内容の見直しが必要
であろう。

オ  啓発冊子等作成事業（令和３年度単年度事業）

事業の内容

令和 年度に実施したワークライフバランス実践支援事業の支援企
業 社の成果と、ワークライフバランス推進企業 社の取組をまとめ
た優良事例集を 万部作成し、県内企業・団体及び高校生等へ配布す
る。

委託先、契約方法その他

プロポーザルに基づく随意契約により民間企業に委託。

目標、結果

令和３年度の配布実績は 部。配布先は以下のとおり。

県内高校２年生の生徒数＋余部 計 部
大学・短大、専門学校等在籍者数等を勘案し配分 計 部
商工会議所、商工会等各 部をベースに規模等を勘案し配分

計 部
その他（ワークライフバランス認証企業、取材先） 約 部

令和４年度の配布予定は 部。配布先は以下のとおり。

県内高校２年生の生徒数＋余部 約 部
県主催セミナー等での配布 約 部

監査の結果

委託先とは適切に契約を締結したうえで、仕様書に基づき事業が
実施されており手続上の問題はない。

配布先や配付数量に問題はないが、現代の高校生、大学・短大・
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専門学校生に啓発冊子という媒体が効果的なのかどうか（ や
を利用した方が効果的・効率的なのではないか）等、今後同様の

事業を実施する際には検討して欲しいところである。
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５ 官民協働による少子化対策を県民運動として展開

 事業の目的、内容、（総合戦略から見た位置付け等）

｢高知県の出会い・結婚・子育て応援団｣の規模を拡大し、応援
団と協働して少子化対策に取り組む。

 事業費（予算額）、決算

 目標、結果、評価等

ア 育児休業取得率

目標 － 男性 ％
女性 ％

男性 ％
女性 ％

結果 男性 ％
女性 ％

男性 ％
女性 ％

未 確 定

｢ ｣｢ ｣の数値は、それぞれ令和 年度、令和 年度に実施
した労働環境等実態調査による。

　　　（単位：千円）

　R1年度 年度 年度 年度

予算額計/補正後（R4のみ当初予算）

−

事務費

未確定決算額計

県民意識調査委託料

少子化対策県民運動推進事業費
（子育て支援課）

少子化対策推進事業実施委託料

高知家の出会い・結婚・子育て
応援団連携強化事業委託料
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令和３年度に実施した調査では、優良事例の横展開などにより
前回調査から倍増し、 ％と全国平均の は上回っている
が、目標（令和 年度 ）までには届いていない。

イ 時間単位年次有給休暇制度導入率

目標 ％ ％
結果 ％ 未確定

ウ 高知家の出会い・結婚子育て応援団登録団体数

目標 団体 団体 団体 団体
結果 団体 団体 団体 未確定

令和 年度は、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、計画ど
おりに企業訪問活動ができず、登録団体数の目標は未達とのこと
である。

エ 育児休暇・育児休業取得促進宣言企業数

目標 団体 団体 団体 団体
結果 団体 団体 団体 未確定

オ 応援団の実施するイベントへの参加者数

目標 人 人 人
結果 人 人 未確定

 事業細目

ア 少子化対策県民運動推進事業実施委託料

ア  事業の内容

少子化対策について県民の理解を深め、広がりのある県民運動を推
進するため、企業等における育休取得促進を図るセミナーや県民への
機運醸成のためのフォーラムを開催、新聞広告を実施する。
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イ  委託先、契約方法その他

・令和 ～ 年度 （株）ユーエスケー、
令和 年度 （株）高知広告センター

・令和 年度（公募型プロポーザル結果による随意契約）、令和 年
度（一般競争入札）、令和 年度（公募型プロポーザル結果による随
意契約）。令和 及び２年度の公募型プロポーザルでは複数者から応
募があり審査により選定。

ウ  目標、結果

目標 名 新聞広告
のみ

会場 名
配信 名

会場 名
配信 名

結果 名
団体

名（うち
配信 名）

名（うち
配信 名）

エ  監査の結果（意見あり）

委託先とは適切に契約を締結したうえで、仕様書に基づき事業が実
施されており手続上の問題はない。

（意見）令和３年度のフォーラムの実施報告書本文にセミナー参
加者数（集客人数）が記載されていないのは問題である。別添され
た参加者リストを見ればわかることではあるが、大きく目標割れし
ていることもあり、コロナ禍であったとしても、県としては集客に
こだわっているという姿勢を受託者に見せるべきではないだろうか。

イ 高知家の出会い・結婚・子育て応援団連携強化実施委託料

｢出会いのきっかけ応援事業費補助金｣（第４の１）でも触れる。

ア  事業の内容

応援団への情報提供や取組情報の収集など、応援団との連携強化に
係る事業
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応援団通信簿の作成・送付

応援団取組事例調査補助業務

育児休業取得事例の新聞広告 など

イ  委託先、契約方法その他

令和１年度（株）ほっとこうち、令和 年度（株）高知広告セ
ンター、令和４年度（株）ほっとこうち

複数者参加の公募型プロポーザルの審査結果に基づく随意契約

ウ  監査の結果

委託先とは適切に契約を締結したうえで、仕様書に基づき事業が
実施されており手続上の問題はない。

複数者が公募型プロポーザルに参加し、受託者の入れ替わりも
ある。高知県品質管理ガイドラインに基づく評価も年々向上して
いることから、競争原理が十分に働いているといえる。

ウ 県民意識調査委託料

ア  事業の内容

出会いから結婚、子育てまでの切れ目のない支援を推進していくう
えでの基礎資料を得るために、県内の現役子育て世代（令和 年度は

人、令和 年度は 人）を対象として意識調査を実施し、分
析、編集して報告書にまとめるもの。

イ  委託先、契約方法その他

令和 ～ 年度（株）トミーコーポレーション

複数参加の指名競争入札の結果委託
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ウ  目標と結果

標本数

標本数 未実施

回答数 未実施

エ  監査の結果

委託先とは適切に契約を締結したうえで、仕様書に基づき事業が
実施されており手続上の問題はない。

選択された回答のみならず、自由記載欄から様々な意見や要望
等を拾うことができており今後の少子化対策事業の展開にとって
非常に重要な資料である。報告書を十二分に活用することが期待
される。

エ 事務費

ア  内訳

報償費

プロポーザル審査委員

高知県少子化対策推進県民会議総会委員

高知県少子化対策推進県民会議部会委員

ライフプランセミナー講師

食糧費（お茶代）

その他事務費

旅費

需用費

役務費
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使用料及び賃貸料

イ  監査の結果

特段問題はない。
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 女性の活躍の場の拡大

 女性活躍推進事業

ア 事業内容

本県の女性の活躍の場の拡大に向けて、結婚や出産、育児など、様々
なライフステージを迎える女性がそれぞれの希望に応じ働き続けられる
ように高知家の女性しごと応援室によるきめ細かいワンストップ就労支
援や県内企業等における女性の登用等の促進、また、ファミリー・サポ
ート・センターの充実に向けた取り組みを行う。

イ 事業費（予算額）、決算
　　　（単位：千円）

　R1年度 年度 年度 年度

予算額計/補正後（R4のみ当初予算）

ー ー ー

ー ー ー

ファミリー・サポート・センター運営
費補助金

女性活躍推進事業費

女性就労支援事業委託料

女性登用等促進事業委託料

広報委託料

職員研修負担金

啓発冊子委託料

番組制作放送委託料
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 事業細目

ア 女性就労支援事業委託料

ア  事業の内容

こうち男女共同参画センター｢ソーレ｣に設置した就労支援窓口｢高
知家の女性しごと応援室｣を運営し、働くことを希望する女性へのき
め細かいワンストップ就労支援や、働きやすい職場づくりにむけた企
業へのアドバイスを実施する。具体的な業務は、相談業務、女性が働
くために必要な情報の一元的な提供、職業紹介業務、研修・セミナー
の企画・実施、潜在的な求職者の掘り起こし、働きやすい職場づくり
に向けた企業支援、就職者へのアフターフォロー・キャリア形成支援、
運営協議会開催その他の業務である。

イ  委託先、契約方法その他

四国四県に拠点を有する民間人材派遣企業（契約期間令和
～令和 ）

公募型プロポーザルによる随意契約。説明会には複数者が参加し
たが、応募は 者のみであった。

令和２年度予算額： 千円 債務負担行為額： 千円
（令和 年度 千円、令和 年度 千円）

ウ  目標、結果、評価等

目標と結果（高知家の女性しごと応援室における就職者数）

目標 人 人 人 人
結果 人 人 人 人
相談件数 件 件 件 件

＊Ｒ４結果は令和４年 月 日時点

実績は高知家の女性しごと応援室からの事業実績報告による確
認（月次）により把握している。

139

140



141 
 

結果の分析及び対策： ３年度の就職者数は、前年度とほぼ同水
準で、目標の約６割に留まる。県はコロナ禍により、来所する相談
者数、セミナー参加者、新規登録者等が減少したこと、認知度の低
さが原因と分析する。令和４年度は、潜在的な求職者の掘り起こし
と多様なニーズに応じた就労支援（きめ細かな就労支援、働きやす
い職場づくりと就労後の定着に向けた企業へのアドバイスの実施に
加え応援室の知名度向上及び新規相談者数の増加につなげる

広告）を実施する。

エ  監査の結果（意見、指摘あり）

プロポーザル応募は 者のみであるが、審査は適正に実施されてい
る。また委託先とは適切に契約を締結したうえで、仕様書に基づき
事業が実施されており、手続き上の問題はない。

（意見）公募型プロポーザルを実施しても複数応募がなければ競
争原理が働かない。説明会には複数参加がありながら応募が 者の
みである理由の分析が必要であろう。利益が低すぎるとか要求が過
度であるなど事業としての魅力が足りないのであれば見直しが必要
である。

（指摘）本事業は 年契約で、各年度の予算額は、約 万円と
いう高額事業である。業務内容は必ずしも女性の就労支援のみに留
まるものではないが、評価は本事業を通じた女性就職者の数である
べきである。同事業を通じた令和 年度の就職者数は目標 人に
対し実績は 人であるから、女性ひとりの就職に約 万円の公
費を投じたことになる。単純に比較はできないが民間の求人サイト
への掲載料は無料～ 万円台の場合もあるうえ、本来この費用は求
人募集する事業者の側が負担するものであるから、就職あっせんの
費用対効果という点では疑問を感じる。令和４年度は 広告
を通じて応援室の知名度向上や新規相談者増加を目指すとのことで
あるが、既に民間業者やハローワーク等が面談やインターネット等
で様々な就職あっせん事業を行っているところでもあり、本事業に
より女性の活躍の場を増やしたことにはならないであろう。セミナ
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目標割れが続くようであれば本事業の存続自体見直しが必要である。

ウ 広報委託料

ア  事業の内容

ファミリー・サポート・センター広報事業（ファミリー・サポー
ト・センター事業の周知を図るため、テレビ・新聞・イベント等を
利用した広報を実施する。）

女性就労支援広報事業（高知家の女性しごと応援室の周知を図る
ため、テレビ等を利用した広報を実施する。）

令和４年度は女性活躍推進事業広報等委託業務

イ  委託先、契約方法その他

令和 ～４年度 随意契約により県内民間広告代理店が受託。

ウ  目標、結果

以下の活動を計画・実施した。

令和 年度 子育て応援団すこやか へのブース出展、 、新
聞広告
令和 年度 フリーペーパー広告
令和３年度 子育て応援団すこやか へのブース出展、 、シ
ネアド上映、新聞広告
令和４年度 、 広告

エ  監査の結果

委託先とは適切に契約を締結したうえで、仕様書に基づき事業が
実施されており問題はない。

予算額は、令和３年度で約 万円、令和４年度で約 万円と
比較的高額の事業であるが、費用の中心は媒体掲載費用である。随
意契約で、複数年度に渡り 事業者が継続受託している理由につい
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ては説明がなされており、内容として問題はない。

エ 職員研修負担金、ファミリー・サポート・センター運営費補助金

ファミリー・サポート・センター関連のためファミリー・サポート・
センター事業（第４の３）で扱う。
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第５ 指摘及び意見
コロナ禍中で社会情勢が刻々変化する昨今にあって、参加型の事業において参

加者数が目標割れとなったとしても、コロナ禍の影響を無視することはできない。
もっとも、コロナ禍も 年を経過し、オンライン併用などこの現状を前提とした
対応策も一定程度浸透しつつある。そこで、本項では、コロナ禍であることを意
識し過ぎることなく述べることとする。

１ 民間事業者が現に提供しているサービスについては、まず新規事業として
の立ち上げとその継続ありきではなく、現有の民間サービスの活用可能性に
ついて検討すべきである（指摘）

第６の総括的な提言１で述べる｢事業の選択と集中｣にも関連するが、大き
な公費を投じて民間事業者において現に提供されているサービスと重複する
部分の大きい事業を新設する意義については、まず事業開始前には未開拓の
大きな需要が見込めるのかどうかを慎重に判断すべきである。次に事業開始
後一定期間経過後には、その需要が現実化しているのかを、実績、アンケー
ト調査、実施内容等から検討し、事業を継続すべきかどうか、継続するとし
ても事業内容や規模等見直すべき点がないかどうか慎重に判断すべきである。

（１） こうち出会いサポートセンター等による婚活支援事業については、予算
額が比較的大きく、かつマッチングサイト等は民間企業においても競合他社
が多数存在する事業類型である。平成 年と現在の異性の出会い方等は大き
く変わっており、業務委託をするにしても、プロポーザルや一般競争入札等
の競争原理が働く中で、慎重に事業内容を検討していく必要がある。

（２） 女性就労支援事業においては、民間の人材派遣事業者に委託し、こうち
男女共同参画センター｢ソーレ｣に設置した就労支援窓口｢高知家の女性しごと
応援室｣を運営し、働くことを希望する女性へのきめ細かいワンストップ就労
支援や、働きやすい職場づくりにむけた企業へのアドバイスを実施している。
社会参加に困難さを感じる女性を支援するという観点からは意義のある事業
であるが、最重要目標である女性の就労支援では十分な成果があがっている
とはいえない。就労支援に関しては現に民間業者やハローワーク等が面談や
インターネット等で様々な就職あっせん事業を行っているところでもあり、
費用対効果の観点からは、事業内容や規模等を再考する必要がある。
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２ 事業の目標設定や効果測定方法を更に工夫すべきである（意見）

（１） 病児保育事業、延長保育事業、一時預かり事業などでは、事業評価
に「実施箇所数」という指標が用いられておりこれ自体に問題はない。し
かし、他方で、実施箇所数のみ拡大したものの県民の利用数が伸びないな
どの事態が生じないよう、県民の利用実態の側面に着目した目標管理・効
果測定も必要である。

（２） また、ファミリー・サポート・センター事業についても、指標とする事
業の提供会員数が順調に伸びていることは評価に値するが、もう一歩踏み
込んで、会員数に比例して利用者数が伸びているかまでの分析が必要であ
る。また、利用者の意見をきくことにより、広報が足りないのか、内容に
改善が必要なのか等の問題点も見えてくるものと思われる。受け皿を広げ
る段階をクリアしたら次は利用率の向上がポイントである。

（３） 少子化対策県民運動推進事業、女性登用等促進事業等において実施され
るセミナー等については、そもそも参加者の目標数が設定されていなかっ
たり、設定されていたとしても目標を大きく割り込んでいたりするものが
目立つ。県として、セミナー等の内容はもちろんのこと、参加者数の実績
にもこだわる姿勢を受託者に伝えていく必要がある。

（４） そもそも少子化・子育て支援対策は、最終的にどの程度出生率の改善に
繋がっているかなど直接的な定量的評価が困難なものが多いのは確かであ
る。そうだとしても、利用者や参加者の声を集約する等して適正に事業評
価を行い、事業の改善に繋げるべきである。例えばワークライフバランス
推進関連事業、働き方改革関連事業、女性就労支援事業など、少子化対策
に位置付けながら少子化対策としての効果測定に配慮がされていないよう
に思われる事業がある。困難であっても可能な限り定量的な効果測定を行
い、それが困難な事業についても対象者に対し少子化対策としての意見・
感想を求めるアンケートを実施する等して効果を測定し、次年度以降の事
業改善に繋げることは必要である。少子化・人口減少問題が県民の大きな
関心事であることが各種報道等により伝えられるところであり、県として
も少子化対策事業として位置付けて実施しながら、事業の対象者にはその
意図がまったく伝わっていないという事態は避けなければならない。
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３ 事業の広報手段を更に工夫すべきである（意見）

現代においては、何か情報を得ようとする時にはまずインターネットに
よる検索が行われる。高知県が実施する妊娠・出産・子育ての各種支援施
策についても、対象年齢層はまずインターネットによる検索を行うと思わ
れる。しかし、こうちプレマ をはじめとする各事業は、それ自体の認知
度の低さ、県民の関心のなさが懸念される。「高知版ネウボラ」という理念
についても、そもそも一見してこれが何を意味しているのかが理解できず、
県民一般に浸透しているとは到底思われない。より直接的でわかりやすい
メッセージを発出しなければ、高知県が少子化対策・子育て支援に注力し
ていること自体が県民に伝わらないのではないかと考えられる。インター
ネットによる発信内容の更なる工夫に加え、 や新聞広告など、他の広
報手段についても検討すべきではないか。 
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第６ 総括的な提言 

本項では、個別の事業やその担当部門に対して対応を求めるものではなく本監
査テーマに関し今後の県の施策に是非取り入れていただきたい事項を述べる。

１ 効果を上げている他国や他自治体の取り組みを参考にし、必要に応じた事業
の選択と集中を進めるべきである

（１） 少子化対策事業は実際の効果が出るまでに一定期間を要するといわれる。
効果が出るのを待って事業評価していたのでは自治体の存続維持に間に合
わないおそれもある。地域毎の特殊性の考慮は必要だとしても、他所にお
いて既に効果の上がっている取り組みを参考にすることが、最も有効かつ
効率的といえる。

（２） この点、県はフィンランドのネウボラの発想を取り入れた高知版ネウボ
ラを事業として取り入れ実行中である。またハンガリーの取り組みも注目
に値する。同国では、 の ％を少子化対策にあて、所得税減免、３
年間の育児休暇、結婚奨励金、マイホーム補助金、学生ローン返済減免、
体外受精無料化など様々な対策を実施した結果、子どもを望むハンガリー
人は 年で 割増加し、婚姻数は 年ぶりの高水準で 年には前年比
で ％増え、離婚数は 年前の水準まで下がり、 歳未満の子どもがい
る女性の就業率が上がったとのことである。これらは国策の問題であるた
め導入の難しいものもあるが、全国より 年先行して人口が自然減の状態
に陥っている本県としては、子どもを複数持つことを躊躇させない、国の
政策よりも一歩先んじた施策及び事業展開が必要である。

（３） 厚生労働省の発表した令和３年の都道府県別の人口動態統計（ ）に
よれば、人口千人あたりの出生率は全国平均が に対し本県は であ
る。年齢別構成比等が大きく異なる東京（ ）、愛知（ ）、大阪（ ）
などの大都市圏との比較は難しいとしても、石川県（ ）、福井県（ ）、
滋賀県（ ）、鳥取県（ ）、島根県（ ）、香川県（ ）、佐賀県（ ）、
長崎県（ ）、熊本県（ ）、大分県（ ）、宮崎県（ ）等が比較的高
い数値を示している理由や取組を研究することは必要である。

（４） 市町村レベルの例にはなるが、たとえば、近時、合計特殊出生率
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という驚異的な数値を記録した岡山県奈義町では、①在宅育児
支援手当（月額 万円）、②高等学校等就学支援（年額 万円）、③
医療費を高校生まで無料化、④出産祝い金交付（最大 万円）、⑤
ワクチン接種の無料化、⑥不妊治療助成（年額 万円）、⑦不育治
療助成（年額 万円）、⑧新築住宅普及促進事業補助金や近隣価格
より３割ほど家賃の低い若者向け住宅や定住促進住宅の整備などの
移住支援策の強化など、可能な限りの踏み込んだ財政支援策を講じ
ている。

また、子育て支援で著名な兵庫県明石市においても、①医療費を
高校生まで無償化、②第２子以降の保育料完全無償化（兄弟姉妹の
年齢制限なし、親の所得制限なし）、③３歳～５歳の副食費の無償
化、④中学校の給食費の無償化、⑤高校生まで公共施設の入場料無
料化など、やはり踏み込んだ財政支援策が講じられている。

少子化対策について財政支援面から効果を上げるためには、一定
の「踏み込み」が必要であるように思われる。つまり、重要なのは
「程度」であり、支援のラインナップを増やすという横方向の充実
に加え、各支援の内容を深めるという縦方向の充実が必要であろ
う。もちろん予算ありきの問題ではあるが、県の存亡に直結する少
子化問題について、十分な予算が割けないという理由で対策の深化
が見送られてよいはずがない。そのための事業の選択と集中を検討
することも必要である。

（５） また、いくら行政による財政支援があったとしても、それだけで
は子どもを持とうというインセンティブとしては不十分である。
この点、沖縄県や鹿児島県の離島では総じて合計特殊出生率が高

い傾向にあるが、その理由の分析として、親元に住んでいることが
多く、子育てについて親からのサポートがあるほか、働きながらで
も子どもを見てもらえる安心感があることが挙げられている。ここ
には、核家族化と複雑化が進む現代社会が子どもを産み育てやすい
社会に転換するための示唆があるように思われる。
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２ 仮に人口減少に歯止めがかからない場合でも自治体を維持していくためのシ
ナリオを準備すべきである 

（１） 少子化対策事業はその効果が見えるまでに一定の期間を要する。とはい
え、国に｢まち・ひと・しごと創生本部｣が設置される契機となった日本創
生会議による日本の人口の将来推計（通称｢増田レポート｣。）が発表され国
民・県民の関心が高まる中、県は｢高知県まち・ひと・しごと創生総合戦
略｣において、出生に関する目標を設定し、それを実現するために様々な少
子化対策事業を実施してきた。本外部監査を通じて、県の関係各部門が県
民の期待に応えるべく問題意識をもって真摯に取り組んでいることは感じ
られた。

（２） それでも、少子化及び人口減は、想定を超える速度で進行しているとい
う現実がある。政策の問題とも絡むが、全国に先駆けて人口減少社会に突
入した高知県であるからこそ、少子化対策事業を効果的・効率的に進める
努力を継続しながらも、万一それが奏功しない場合でも自治体を維持して
いくための第２のシナリオを準備しておくことが、翻って県民に対し、本
県で産み、育て、暮らしていくことへの信頼感を醸成するのではないであ
ろうか。

以上
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